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＊   ソビエト連邦はヨーロッパに含めた。
＊＊ ソ連を構成していたバルト三国とロシア， ウク
　  ライナ， ベラルーシ， モルドバの４か国をヨーロ
　   ッパに含め， そのほかはアジアに含めた。

（2023年８月）
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オセアニア
アフリカ
ヨーロッパ
アングロアメリカ
ラテンアメリカ
計
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2023年**

5億1007万km2
地球の表面積

陸地：1億4724万km2
海洋：3億6282万km2

78億7500万人

［2021年］
人口密度：60.5人/km2
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＊   ソビエト連邦はヨーロッパに含めた。
＊＊ ソ連を構成していたバルト三国とロシア， ウク
　  ライナ， ベラルーシ， モルドバの４か国をヨーロ
　   ッパに含め， そのほかはアジアに含めた。

（2023年８月）
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独立国数
アジア
オセアニア
アフリカ
ヨーロッパ
アングロアメリカ
ラテンアメリカ
計

47
16
54
45
2
33
197

2023年**

5億1007万km2
地球の表面積

陸地：1億4724万km2
海洋：3億6282万km2

78億7500万人

［2021年］
人口密度：60.5人/km2
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原　　文

図書の記号・番号　地探 7012別紙

番号

巻頭3

世界のおもな
国際機構・
地域機構

ナフタ

EFTA（4か国）
欧州自由貿易連合
〔1960年設立〕

スイス
リヒテンシュタイン

アメリカ合衆国
カナダ
メキシコ

USMCA（3か国）
アメリカ・メキシコ・
カナダ協定〔2020年発効〕

NATO（32か国）
北大西洋条約機構
〔1949年設立〕

CIS（9か国）
独立国家共同体〔1991年設立〕

AU（55か国地域）
アフリカ連合〔2002年発足〕

タイ
マレーシア
フィリピン
インドネシア
シンガポール
ブルネイ・ダルサラーム
ベトナム
ラオス
ミャンマー
カンボジア

アフリカ圏の全独立国と
西サハラ

ASEAN（10か国）
東南アジア諸国連合〔1967年設立〕

EU（27か国）
ヨーロッパ連合〔1993年発効〕

カナダ
アメリカ合衆国
トルコ
アルバニア
モンテネグロ
北マケドニア
イギリス

オランダ
ベルギー
ルクセンブルク
ドイツ
フランス
イタリア
デンマーク
ギリシャ
スペイン
ポルトガル
チェコ
スウェーデン

ハンガリー
ポーランド
スロバキア
スロベニア
エストニア
ラトビア
リトアニア
ブルガリア
ルーマニア
クロアチア
フィンランド

アイルランド
オーストリア

はUNASUR（南米諸国連合）加盟国（12か国）

ロシア連邦
ベラルーシ
カザフスタン
ウズベキスタン
タジキスタン
キルギス
アルメニア
アゼルバイジャン
モルドバ

アメリカ合衆国
カナダ
メキシコ
イギリス
フランス
ドイツ
イタリア
ベルギー
オランダ
ルクセンブルク
ノルウェー
スウェーデン
デンマーク

アイスランド
フィンランド
アイルランド
スイス
オーストリア
ギリシャ
トルコ
スペイン
ポルトガル
日本
大韓民国
オーストラリア
ニュージーランド

ハンガリー
チェコ
ポーランド
スロバキア
チリ
スロベニア
イスラエル
エストニア
ラトビア
リトアニア
コロンビア
コスタリカ

アメリカ合衆国
カナダ
コスタリカ
アンティグア・
　バーブーダ
ドミニカ国

メキシコ
グアテマラ
ベリーズ
ホンジュラス
エルサルバドル
ニカラグア
パナマ
ハイチ
ドミニカ共和国
バルバドス
トリニダード・トバゴ
バハマ
キューバ
■ チリ
■ ペルー

■ コロンビア
■ エクアドル
■ スリナム
■ ガイアナ

■ アルゼンチン
■ ブラジル
■ パラグアイ
■ ウルグアイ
■ ベネズエラ
■ ボリビア

グレナダ
セントルシア
セントビンセント・
　グレナディーン諸島
セントクリストファー・ネービス
ジャマイカ

日本
アメリカ合衆国
カナダ
オーストラリア
ニュージーランド
大韓民国
シンガポール
マレーシア
インドネシア
フィリピン
タイ

ブルネイ・ダルサラーム
中華人民共和国
台湾
ホンコン
メキシコ
チリ
パプアニューギニア
ベトナム
ペルー
ロシア連邦

アラブ首長国連邦
アルジェリア
リビア

OPEC（12か国）
石油輸出国機構〔1960年設立〕

ベネズエラ
イラン
ナイジェリア

ガボン
コンゴ共和国
赤道ギニア

イラク
クウェート
サウジアラビア

バーレーン
シリア

エジプト
カタール

OECD（38か国）
経済協力開発機構〔1961年設立〕

OAPEC（10か国）
アラブ石油輸出国機構〔1968年設立〕

APEC（21か国・地域）
アジア太平洋経済協力〔1989年発足〕

OAS（35か国）
アメリカ州機構〔1951年発足〕　

SELA（25か国）
ラテンアメリカ経済機構〔1975年設立〕

ノルウェー
アイスランド

マルタ
キプロス

MERCOSUR（6か国）
南米南部共同市場〔1995年発足〕

■ 

東南アジア諸国連合（ASEAN）
アセアン

アメリカ・メキシコ・カナダ協定（USMCA）
メルコスール

南米南部共同市場（MERCOSUR）
エイペック

アジア太平洋経済協力（APEC）
（2024年８月）

ヨーロッパ連合（EU）
アフリカ連合（AU）

石油輸出国機構（OPEC）
南アジア地域協力連合（SAARC）

独立国家共同体（CIS）
オペック
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図書の記号・番号　地探 7013別紙

番号 訂　　正　　文

巻頭3

世界のおもな
国際機構・
地域機構

ナフタ

EFTA（4か国）
欧州自由貿易連合
〔1960年設立〕

スイス
リヒテンシュタイン

アメリカ合衆国
カナダ
メキシコ

USMCA（3か国）
アメリカ・メキシコ・
カナダ協定〔2020年発効〕

NATO（32か国）
北大西洋条約機構
〔1949年設立〕

CIS（9か国）
独立国家共同体〔1991年設立〕

AU（55か国地域）
アフリカ連合〔2002年発足〕

タイ
マレーシア
フィリピン
インドネシア
シンガポール
ブルネイ・ダルサラーム
ベトナム
ラオス
ミャンマー
カンボジア

アフリカ圏の全独立国と
西サハラ

ASEAN（10か国）
東南アジア諸国連合〔1967年設立〕

EU（27か国）
ヨーロッパ連合〔1993年発効〕

カナダ
アメリカ合衆国
トルコ
アルバニア
モンテネグロ
北マケドニア
イギリス

オランダ
ベルギー
ルクセンブルク
ドイツ
フランス
イタリア
デンマーク
ギリシャ
スペイン
ポルトガル
チェコ
スウェーデン

ハンガリー
ポーランド
スロバキア
スロベニア
エストニア
ラトビア
リトアニア
ブルガリア
ルーマニア
クロアチア
フィンランド

アイルランド
オーストリア

はUNASUR（南米諸国連合）加盟国（12か国）

ロシア連邦
ベラルーシ
カザフスタン
ウズベキスタン
タジキスタン
キルギス
アルメニア
アゼルバイジャン
モルドバ

アメリカ合衆国
カナダ
メキシコ
イギリス
フランス
ドイツ
イタリア
ベルギー
オランダ
ルクセンブルク
ノルウェー
スウェーデン
デンマーク

アイスランド
フィンランド
アイルランド
スイス
オーストリア
ギリシャ
トルコ
スペイン
ポルトガル
日本
大韓民国
オーストラリア
ニュージーランド

ハンガリー
チェコ
ポーランド
スロバキア
チリ
スロベニア
イスラエル
エストニア
ラトビア
リトアニア
コロンビア
コスタリカ

アメリカ合衆国
カナダ
コスタリカ
アンティグア・
　バーブーダ
ドミニカ国

メキシコ
グアテマラ
ベリーズ
ホンジュラス
エルサルバドル
パナマ
ハイチ
ドミニカ共和国
バルバドス
トリニダード・トバゴ
バハマ
キューバ
■ チリ
■ ペルー

ニカラグア

■ コロンビア
■ エクアドル
■ スリナム
■ ガイアナ

■ アルゼンチン
■ ブラジル
■ パラグアイ
■ ウルグアイ
■ ベネズエラ
■ ボリビア

グレナダ
セントルシア
セントビンセント・
　グレナディーン諸島
セントクリストファー・ネービス
ジャマイカ

日本
アメリカ合衆国
カナダ
オーストラリア
ニュージーランド
大韓民国
シンガポール
マレーシア
インドネシア
フィリピン
タイ

ブルネイ・ダルサラーム
中華人民共和国
台湾
ホンコン
メキシコ
チリ
パプアニューギニア
ベトナム
ペルー
ロシア連邦

アラブ首長国連邦
アルジェリア
リビア

OPEC（12か国）
石油輸出国機構〔1960年設立〕

ベネズエラ
イラン
ナイジェリア

ガボン
コンゴ共和国
赤道ギニア

イラク
クウェート
サウジアラビア

バーレーン
シリア

エジプト
カタール

OECD（38か国）
経済協力開発機構〔1961年設立〕

OAPEC（10か国）
アラブ石油輸出国機構〔1968年設立〕

APEC（21か国・地域）
アジア太平洋経済協力〔1989年発足〕

OAS（34か国）
アメリカ州機構〔1951年発足〕　

SELA（25か国）
ラテンアメリカ経済機構〔1975年設立〕

ノルウェー
アイスランド

マルタ
キプロス

MERCOSUR（6か国）
南米南部共同市場〔1995年発足〕

■ 

東南アジア諸国連合（ASEAN）
アセアン

アメリカ・メキシコ・カナダ協定（USMCA）
メルコスール

南米南部共同市場（MERCOSUR）
エイペック

アジア太平洋経済協力（APEC）
（2025年８月）

ヨーロッパ連合（EU）
アフリカ連合（AU）

石油輸出国機構（OPEC）
南アジア地域協力連合（SAARC）

独立国家共同体（CIS）
オペック
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訂　　正　　文原　　文

別紙 4
番号

図書の記号・番号　地探 701

1おもな先進国の老年人口比率の推移（世界
の統計）　老年人口とは65歳以上の人口をい
う。2010年以降は推計値。

3おもな先進国の合計特殊出生率の推移（国立
社会保障・人口問題研究所資料ほか） 6三大都市圏と地方圏における人口移動の推移（住民基本台帳人口移動報告） 7都道府県別の老年人口比率（国勢調査）

9群馬県南
な ん

牧
も く

村の人口ピラミッ
ド（国勢調査）

2おもな先進国の年少人口比率の推移（世界
の統計）　年少人口とは15歳未満の人口をい
う。2010年以降は推計値。

全国平均 27.61%

老年人口（65歳以上の
人口）の割合

32%以上
30～32%
28～30%
26～28%
26%未満

［2019年］

0 400km

＊北海道の割合は，北方
領土をふくまず

8埼玉県戸
と

田
だ

市の人口ピラミッ
ド（国勢調査）

確
認
し
よ
う

説明してみよう（用語） 整理してみよう（図式化） 考えてみよう（文章化）2節
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（2015年）

日本の少子高齢化対策に
ついて，以下の語句を用
いて，100字程度の文章
にまとめてみよう。
・介護保険制度
・年金制度
・外国人労働者
・男性の育児休暇

外国人労働者の増加と先進国における合計特殊出生率の低下それぞれの背景と
影響について，以下のような関係図をノートに作成し，整理してみよう。

以下の用語について説明して
みよう。
・平均寿命
・人口抑制策
・リプロダクティブ・ヘルス／ライツ
・少子高齢化
・過疎（人口）

0

40
万人

20

－20

－40

－60

－80
2000 19年1955 60 70 80 9065 75 85 95 10 1505

東京圏（東京, 神奈川, 埼玉, 千葉）

地方圏（三大都市圏以外の地域）

転
出
超
過

転
入
超
過

大阪圏
（大阪, 兵庫, 京都, 奈良）

名古屋圏
（愛知， 岐阜， 三重）

外国人労働者の増加

背景 影響

先進国における

合計特殊出生率の低下

先進国はどのような人口問題をかかえているのだろうか。2
先進国の人口問題

少子高齢化の
進展と課題

少子高齢化の進展は，労働人口の減少に
ともなう経済活動の停滞や，社会保障費

の増加による財政悪化などの課題につながる面をもつ（人口オー
ナス）。また，平均寿命や平均余命の延伸は，老後における生活
の質（QOL）の維持という課題につながる。近年，世界各国では，
平均寿命だけではなく，医療や介護に継続的に依存せずに自立し
た生活ができる期間を意味する健康寿命を重視する施策が行われ
るようになってきている。

フランスとスウェーデン
の取り組みと課題

先進国のなかでもフランスやスウェーデ
ンでは合計特殊出生率が回復傾向にある。

その背景には，子どもに関する手当ての手厚さや医療費・教育費
の家計負担の軽さといった社会保障制度の充実などの少子化対策，
女性の社会進出に対する社会の理解の深さなどがある。なお，両
国の合計特殊出生率の回復傾向には，移民やその子孫の増加も影
響している。グラフ4を見ると，日本や韓国では30歳代の女性の
就業率が比較的低いのに対し，フランスやスウェーデンでは比較
的高い。女性の就業率の高さは，男女の労働時間の短縮や育児休
業などの制度の確立，保育サービスの充実などによって支えられ
ており，ジェンダー格差の是正やワークライフバランスの実現が
合計特殊出生率の向上につながることがうかがえる。
なお，社会保障制度の充実については，国民や企業が多額の税
金や保険料などを負担することで維持されている点に注意する必
要がある。景気の低迷などによって税収や保険料収入が減少した
場合，現在の給付水準の維持が困難になる恐れもある。

NOTE

①

p.160 TERM

②

日本における
人口の地域間格差

日本についてみると，東京大都市圏では，
転入超過の状態が続いていることに加え，

他地域と比べて出生率が高いこともあり，人口増加が続いており，
過密問題は解消されていない。一方，地方圏では，転出超過の状
態が長く続いており，とくに農山村では人口の社会減少だけでな
く自然減少がみられる地域もあり，過疎化が問題となっている。

人口減少・少子高齢
化と多文化共生

日本の合計特殊出生率は，1974年以降，
2.1を下回る状況が続いており，急速に

少子高齢化が進んでいる。高齢化率（老年人口比率）は過疎地で高
く，「限界集落」とよばれる地域もある。また，これまで高齢化率
が比較的低かった大都市圏でも今後は急速に高齢化が進むことが
予想される。
少子高齢化の進展や人口減少社会の到来に対し，国は，出生率

を高める施策や，高齢者の介護を社会全体で支えるための介護保
険制度の導入，年金制度の持続可能性を高めるしくみの導入，さ
らには労働人口減少対策としての外国人労働者の受け入れ拡大な
ど，さまざまな政策を実施している。一方，待機児童や男性の育
児休暇取得率の低さなどの問題は，いまだ課題として残されている。
日本では総人口が減少する一方，仕事・留学・技能実習などの目的
で来日する在留外国人が増加している。さまざまな文化的背景をも
った人々との共生は，日本社会が直面する大きな課題の一つである。

p.1698

6

p.160 NOTE

1

p.141

図7を見て，日本における高齢化率の地域
的な傾向について，今後予想される展開もふくめて，50
字以内で説明しなさい。

演習問題

1「限界集落」　65歳以上の高齢者の割合が50%以上とな
り，社会的共同生活の維持が困難となった集落をさす。
1990年代から日本で使われるようになった。

人口ボーナスと人口オーナス
　人口ボーナス（bonus，賞与）は，人口転換において，死
亡率に続き出生率が低下する時期にあたり，生産年齢人口
に対する従属人口の比率が低下し，経済成長が促進される
ことをいう。一方，人口オーナス（onus，負担）は，高齢
化の進展により生産年齢人口に対する従属人口の比率が上
昇し，経済成長が阻害されることをいう。

②「男性は仕事，女性は家事や育児」といった性別役割分業意識
を改めることもその一例である。

①平均余命は，ある年齢の人が平均してあと何年生きるかを示
す値である。0歳の平均余命は平均寿命にあたる。

5おもな先進国の国民の
租税負担と社会保障負担
の 割 合（ 対 G D P 比 ）
（OECD資料）　

0おもな国の老年人口比率の比較（人口統計資料集ほか）　そ
れぞれ老年人口比率が７～14％の年次，14～21％の年次の期間
を示している。2022年以降は推計値を示す。 

4おもな先進国の年齢別女性就業率（データブック国際労働比較）
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日本において，化石燃料から再生可能エネ
ルギーへの代替を進める意義について，70字以内で説明
しなさい。

演習問題

①1970年代の二度の石油危機は，原油価格の高騰と供給の不安
定化による世界経済の混乱をもたらし，日本ではこれを教訓と
して石油備蓄制度がつくられた。

3勿来発電所（福島県いわき市，2016年）

2日本の資源輸入相手国と自給率（日本国勢図会ほか）1日本のおもな鉱産資源と石油備蓄基地（経済産業省資料ほか）

4日本周辺のメタンハイドレートの分布（推定）（エネルギー白
書2011年版）

液化天然ガス
（6615万t）

鉄鉱石
（1億221万t）

石炭
（1億6697万t）

（2023年）

オーストラリア
64.2％

オーストラリア
41.6％

マレーシア
15.6

オーストラリア
56.1％

オーストラリア 

チリ
34.5％

ペルー
15.8

インドネシア
13.5

カナダ
7.4

ブラジル
30.9

カナダ
6.8

ロシア
9.3

アメリカ
8.4

インドネシア

パプアニューギニア

サウジアラビア
40.8％

クウェート
カタール

アラブ首長国連邦
39.4

アメリカ

アメリカ

その他

その他

その他
14.7

その他
11.2

インド
ネシア
15.5

カナダ
7.5

自給率 0.4%

自給率 0.3%

自給率 2.2%

自給率 0.0%

自給率 0.0%

石油
（1億4860万kL）

銅鉱
（480万t）

その他

6.9 5.9

9.0 4.9 5.9

5.8 4.6

6.2

11.5 6.1400km0

石油備蓄基地
油田，ガス田
鉱山（石灰石）
鉱山（その他）
炭鉱
炭鉱（閉山）

118-1日本のおもな鉱産資源と石油備蓄基地  

1メタンハイドレート　低温・高圧の地中でメタンガスと
水が結び付いてできる氷状の物質。「燃える氷」ともよばれ
る。

再生可能エネルギーの固定価格買い取り制度
　再生可能エネルギーの普及に向けた取り組みが国際的に
進むなか，日本では，電気事業者に再生可能エネルギーに
よる電力を固定価格で買い取ることを義務づける法律が
2012年に施行された。再生可能エネルギーによる電力が確
実に買い取られることから，一般家庭に太陽光発電が普及
しただけでなく，多くの企業が太陽光発電事業に参入した。
その結果，発電量に占める自然エネルギーの割合が高まっ
た反面，買い取りのコストが上乗せされて電力価格がかな
り上昇した。そのため，制度が見直され， 2000kW以上の
大規模な太陽光発電事業者については，2017年度以降は固
定価格での買い取りではなく，入札制に移行した。さらに，
2022年度から，一定規模以上の発電事業者については，市
場価格に一定の金額を上乗せして支払うFIP（Feed-in 
Premium）制度に移行した。

メタンハイド
レートが存在
すると考えら
れる海域
メタンハイド
レートが存在
する可能性が
ある海域

メタンハイドレー
トの分布［2009年］

0 500km

勿来発電所のあゆみ
　福島県いわき市にある勿

な こ そ

来発電所のあゆみは，日本のエネルギー
利用の歴史をなぞっており興味深い。
　勿来発電所は，常

じょう

磐
ば ん

炭田の石炭を活用する目的で設立された原料
立地の発電所であった。最も多い時期には，常磐炭田の出炭量の
60％をこの発電所が使用していた。
　常磐地区の主要な炭鉱が1970年代に閉山すると，不足する燃料を
重油で補うために設備の改善や新設が行われた。ところが，まもな
くオイルショックが発生する。高コストとなった重油にかわり，
1973年から北海道産の石炭の導入がはじまり，しばらくはおもな燃

料として使われたが，炭鉱がつぎつぎと閉山されたことにより今で
はほとんど使われていない。海外からの輸入炭は1982年に使用が開
始され，2000年ごろ
には燃料のほとんど
が輸入炭となった。
2011年からはバイオ
マス燃料である木質
ペレットを石炭に混
ぜている。

日本の資源自給率を高めるために必要なことは何だろうか。3
日本の資源・エネルギー問題

高い輸入依存度
現在の日本の資源自給率は，石灰石など
を除くと，きわめて低い水準にある。

世界各地で大規模な鉱産資源開発が進んだ結果，採掘効率に劣
る日本国内の鉱山は価格競争力を失い，ほとんどが閉山に追いや
られた。石炭の埋蔵量は，北海道や九州を中心に比較的豊富であ
るが，エネルギー革命の過程で，石炭の質が劣る炭鉱や採掘コス
トの高い炭鉱からつぎつぎと閉鎖された。原油や天然ガスの埋蔵
量はもともととぼしく，ほぼ全量を輸入に依存している。石油の
代替エネルギーとして期待された原子力発電は，東日本大震災
（2011年）以前はベース電力として発電量の約3割を分担していた。
ただし，資源・エネルギーの輸入依存度の高さが，省資源・省
エネルギーの技術開発をうながし，日本の家電や自動車産業の国
際的な競争力の強化につながってきた側面もある。
資源獲得競争の激化や資源ナショナリズムの高まり，揺れ動く
国際政治のなかで，資源・エネルギーをいかに安定的に確保する
かが，これからの日本の大きな課題である。

資源自給率の向上を
めざして

エネルギー自給率を向上させる一方で，
温室効果ガスの削減を進めるためには，

再生可能エネルギーの利用推進が必要となる。日本では東日本大
震災以降多くの原子力発電所が稼

か

働
ど う

を停止しているため，その必
要性はとくに大きいといえる。再生可能エネルギーの固定価格買
い取り制度は，日本において太陽光発電が急速に普及するきっか

p.105

①

p.115 TERM

p.105 TERM

NOTE

けとなった。また変動帯に位置する日本では，従来開発が進んで
こなかった地熱発電への期待も大きい。さらに，森林資源が豊富
な日本では，木質バイオマスの利用も有望である。再生可能エネ
ルギーによって小規模分散型のエネルギー供給が確立すれば，ロ
スの少ない効率的なエネルギー利用が可能になる。
東北地方の高原に位置し，畜産と林業が主要産業である岩手県

葛
く ず

巻
ま き

町は，エネルギーの「地産地消」の先進地である。牧場には風
力発電の風車が設置され，畜

ち く

糞
ふ ん

バイオマスから得たバイオガスは，
発電用や熱源として使われる。また，間伐材などの木質バイオマ
スは，熱を加えてガス化して発電に利用されるほか，ペレット状
に加工されてボイラーやストーブの燃料になる。こうした小規模
分散型のエネルギー利用システムの導入に向けた実証実験は，都
市においても進んでいる。

新たな資源の開発
「都市鉱山」という言葉が表すように，不
要となった工業製品には，さまざまな資

源がふくまれている。日本の「都市鉱山」には，世界の金の埋蔵量
の16％，銀の埋蔵量の23％が眠っているとされ，すでに廃棄され
た家電から資源を回収する事業に乗りだしている企業もある。
海底資源の探査も積極的に行われている。日本近海には，レア

メタルや新たなエネルギー資源とされるメタンハイドレートなど
が豊富に埋蔵されている。ただし，経済的に見合うコストで利用
する技術はまだ確立されていない。また，海洋資源の開発は，そ
の利益をめぐって他国との政治対立に発展する懸

け

念
ね ん

もある。

p.111 TERM

p.111 TERM

1

4

確
認
し
よ
う

5節 説明してみよう（用語） 整理してみよう（図式化） 考えてみよう（文章化）
日本の資源・エネルギー
の自給率向上のために考
えられることについて，
以下の語句を用いて，
100字程度の文章にまと
めてみよう。
・変動帯
・森林資源
・海底資源
・地産地消

地熱，太陽光，風力の各発電を積極的に取り入れている国々の地理的な特徴に
ついて，以下のような表をノートに作成し，整理してみよう。

以下の用語について説明して
みよう。
・資源ナショナリズム
・再生可能エネルギー
・バイオマスエネルギー
・ベース電力

国名 地理的な特徴

地熱発電

太陽光発電

風力発電116 117第1編　第2章
5節　資源・エネルギー問題
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日本において，化石燃料から再生可能エネ
ルギーへの代替を進める意義について，70字以内で説明
しなさい。

演習問題

①1970年代の二度の石油危機は，原油価格の高騰と供給の不安
定化による世界経済の混乱をもたらし，日本ではこれを教訓と
して石油備蓄制度がつくられた。

3勿来発電所（福島県いわき市，2016年）

2日本の資源輸入相手国と自給率（日本国勢図会ほか）1日本のおもな鉱産資源と石油備蓄基地（経済産業省資料ほか）

4日本周辺のメタンハイドレートの分布（推定）（エネルギー白
書2011年版）

液化天然ガス
（7.73億t）

鉄鉱石
（1億1956万t）

石炭
（18.6億t）

オーストラリア
58.7％

オーストラリア
38.9％

オーストラリア
57.3％

オーストラリア 

チリ
45.8％

ペルー
16.9

ブラジル
26.3

マレーシア

11.3 ロシア
8.3

ブルネイカタール

カナダ

インドネシア

サウジアラビア
35.8％

カタール
クウェート

アラブ首長国連邦
29.7

アメリカ

アメリカ カナダ 

その他

その他
11.8

その他
18.4

その他
10.2

その他
11.4

インド
ネシア
15.1

ロシア
10.8

ロシア

自給率 0.7%

自給率 0.3%

自給率 2.4%

自給率 0.0%

自給率 0.0%

石油
（17.4億L）

銅鉱
（479万t）

7.1 8.3

8.8 8.5 5.4

12.1 5.6 5.4

6.2

9.9 8.7 7.3400km0

石油備蓄基地
油田，ガス田
鉱山（石灰石）
鉱山（その他）
炭鉱
炭鉱（閉山）

118-1日本のおもな鉱産資源と石油備蓄基地  

1メタンハイドレート　低温・高圧の地中でメタンガスと
水が結び付いてできる氷状の物質。「燃える氷」ともよばれ
る。

再生可能エネルギーの固定価格買い取り制度
　再生可能エネルギーの普及に向けた取り組みが国際的に
進むなか，日本では，電気事業者に再生可能エネルギーに
よる電力を固定価格で買い取ることを義務づける法律が
2012年に施行された。再生可能エネルギーによる電力が確
実に買い取られることから，一般家庭に太陽光発電が普及
しただけでなく，多くの企業が太陽光発電事業に参入した。
その結果，発電量に占める自然エネルギーの割合が高まっ
た反面，買い取りのコストが上乗せされて電力価格がかな
り上昇した。そのため，制度が見直され， 2000kW以上の
大規模な太陽光発電事業者については，2017年度以降は固
定価格での買い取りではなく，入札制に移行した。さらに，
2022年度から，一定規模以上の発電事業者については，市
場価格に一定の金額を上乗せして支払うFIP（Feed-in 
Premium）制度に移行した。

メタンハイド
レートが存在
すると考えら
れる海域
メタンハイド
レートが存在
する可能性が
ある海域

メタンハイドレー
トの分布［2009年］

0 500km

勿来発電所のあゆみ
　福島県いわき市にある勿

な こ そ

来発電所のあゆみは，日本のエネルギー
利用の歴史をなぞっており興味深い。
　勿来発電所は，常

じょう

磐
ば ん

炭田の石炭を活用する目的で設立された原料
立地の発電所であった。最も多い時期には，常磐炭田の出炭量の
60％をこの発電所が使用していた。
　常磐地区の主要な炭鉱が1970年代に閉山すると，不足する燃料を
重油で補うために設備の改善や新設が行われた。ところが，まもな
くオイルショックが発生する。高コストとなった重油にかわり，
1973年から北海道産の石炭の導入がはじまり，しばらくはおもな燃

料として使われたが，炭鉱がつぎつぎと閉山されたことにより今で
はほとんど使われていない。海外からの輸入炭は1982年に使用が開
始され，2000年ごろ
には燃料のほとんど
が輸入炭となった。
2011年からはバイオ
マス燃料である木質
ペレットを石炭に混
ぜている。

日本の資源自給率を高めるために必要なことは何だろうか。3
日本の資源・エネルギー問題

高い輸入依存度
現在の日本の資源自給率は，石灰石など
を除くと，きわめて低い水準にある。

世界各地で大規模な鉱産資源開発が進んだ結果，採掘効率に劣
る日本国内の鉱山は価格競争力を失い，ほとんどが閉山に追いや
られた。石炭の埋蔵量は，北海道や九州を中心に比較的豊富であ
るが，エネルギー革命の過程で，石炭の質が劣る炭鉱や採掘コス
トの高い炭鉱からつぎつぎと閉鎖された。原油や天然ガスの埋蔵
量はもともととぼしく，ほぼ全量を輸入に依存している。石油の
代替エネルギーとして期待された原子力発電は，東日本大震災
（2011年）以前はベース電力として発電量の約3割を分担していた。
ただし，資源・エネルギーの輸入依存度の高さが，省資源・省
エネルギーの技術開発をうながし，日本の家電や自動車産業の国
際的な競争力の強化につながってきた側面もある。
資源獲得競争の激化や資源ナショナリズムの高まり，揺れ動く
国際政治のなかで，資源・エネルギーをいかに安定的に確保する
かが，これからの日本の大きな課題である。

資源自給率の向上を
めざして

エネルギー自給率を向上させる一方で，
温室効果ガスの削減を進めるためには，

再生可能エネルギーの利用推進が必要となる。日本では東日本大
震災以降多くの原子力発電所が稼

か

働
ど う

を停止しているため，その必
要性はとくに大きいといえる。再生可能エネルギーの固定価格買
い取り制度は，日本において太陽光発電が急速に普及するきっか

p.105

①

p.115 TERM

p.105 TERM

NOTE

けとなった。また変動帯に位置する日本では，従来開発が進んで
こなかった地熱発電への期待も大きい。さらに，森林資源が豊富
な日本では，木質バイオマスの利用も有望である。再生可能エネ
ルギーによって小規模分散型のエネルギー供給が確立すれば，ロ
スの少ない効率的なエネルギー利用が可能になる。
東北地方の高原に位置し，畜産と林業が主要産業である岩手県
葛
く ず

巻
ま き

町は，エネルギーの「地産地消」の先進地である。牧場には風
力発電の風車が設置され，畜

ち く

糞
ふ ん

バイオマスから得たバイオガスは，
発電用や熱源として使われる。また，間伐材などの木質バイオマ
スは，熱を加えてガス化して発電に利用されるほか，ペレット状
に加工されてボイラーやストーブの燃料になる。こうした小規模
分散型のエネルギー利用システムの導入に向けた実証実験は，都
市においても進んでいる。

新たな資源の開発
「都市鉱山」という言葉が表すように，不
要となった工業製品には，さまざまな資

源がふくまれている。日本の「都市鉱山」には，世界の金の埋蔵量
の16％，銀の埋蔵量の23％が眠っているとされ，すでに廃棄され
た家電から資源を回収する事業に乗りだしている企業もある。
海底資源の探査も積極的に行われている。日本近海には，レア
メタルや新たなエネルギー資源とされるメタンハイドレートなど
が豊富に埋蔵されている。ただし，経済的に見合うコストで利用
する技術はまだ確立されていない。また，海洋資源の開発は，そ
の利益をめぐって他国との政治対立に発展する懸

け

念
ね ん

もある。

p.111 TERM

p.111 TERM

1

4

確
認
し
よ
う

5節 説明してみよう（用語） 整理してみよう（図式化） 考えてみよう（文章化）
日本の資源・エネルギー
の自給率向上のために考
えられることについて，
以下の語句を用いて，
100字程度の文章にまと
めてみよう。
・変動帯
・森林資源
・海底資源
・地産地消

地熱，太陽光，風力の各発電を積極的に取り入れている国々の地理的な特徴に
ついて，以下のような表をノートに作成し，整理してみよう。

以下の用語について説明して
みよう。
・資源ナショナリズム
・再生可能エネルギー
・バイオマスエネルギー
・ベース電力

国名 地理的な特徴

地熱発電

太陽光発電

風力発電116 117第1編　第2章
5節　資源・エネルギー問題
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1おもな先進国の老年人口比率の推移（世界
の統計）　老年人口とは65歳以上の人口をい
う。2010年以降は推計値。

3おもな先進国の合計特殊出生率の推移（国立
社会保障・人口問題研究所資料ほか） 6三大都市圏と地方圏における人口移動の推移（住民基本台帳人口移動報告） 7都道府県別の老年人口比率（国勢調査）

9群馬県南
な ん

牧
も く

村の人口ピラミッ
ド（国勢調査）

2おもな先進国の年少人口比率の推移（世界
の統計）　年少人口とは15歳未満の人口をい
う。2010年以降は推計値。

全国平均 27.61%

老年人口（65歳以上の
人口）の割合

32%以上
30～32%
28～30%
26～28%
26%未満

［2019年］

0 400km

＊北海道の割合は，北方
領土をふくまず

8埼玉県戸
と

田
だ

市の人口ピラミッ
ド（国勢調査）

確
認
し
よ
う

説明してみよう（用語） 整理してみよう（図式化） 考えてみよう（文章化）2節
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80 （2015年）
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（2015年）

日本の少子高齢化対策に
ついて，以下の語句を用
いて，100字程度の文章
にまとめてみよう。
・介護保険制度
・年金制度
・外国人労働者
・男性の育児休暇

外国人労働者の増加と先進国における合計特殊出生率の低下それぞれの背景と
影響について，以下のような関係図をノートに作成し，整理してみよう。

以下の用語について説明して
みよう。
・平均寿命
・人口抑制策
・リプロダクティブ・ヘルス／ライツ
・少子高齢化
・過疎（人口）

0

40
万人

20

－20

－40

－60

－80
2000 19年1955 60 70 80 9065 75 85 95 10 1505

東京圏（東京, 神奈川, 埼玉, 千葉）

地方圏（三大都市圏以外の地域）

転
出
超
過

転
入
超
過

大阪圏
（大阪, 兵庫, 京都, 奈良）

名古屋圏
（愛知， 岐阜， 三重）

外国人労働者の増加

背景 影響

先進国における

合計特殊出生率の低下

先進国はどのような人口問題をかかえているのだろうか。2
先進国の人口問題

少子高齢化の
進展と課題

少子高齢化の進展は，労働人口の減少に
ともなう経済活動の停滞や，社会保障費

の増加による財政悪化などの課題につながる面をもつ（人口オー
ナス）。また，平均寿命や平均余命の延伸は，老後における生活
の質（QOL）の維持という課題につながる。近年，世界各国では，
平均寿命だけではなく，医療や介護に継続的に依存せずに自立し
た生活ができる期間を意味する健康寿命を重視する施策が行われ
るようになってきている。

フランスとスウェーデン
の取り組みと課題

先進国のなかでもフランスやスウェーデ
ンでは合計特殊出生率が回復傾向にある。

その背景には，子どもに関する手当ての手厚さや医療費・教育費
の家計負担の軽さといった社会保障制度の充実などの少子化対策，
女性の社会進出に対する社会の理解の深さなどがある。なお，両
国の合計特殊出生率の回復傾向には，移民やその子孫の増加も影
響している。グラフ4を見ると，日本や韓国では30歳代の女性の
就業率が比較的低いのに対し，フランスやスウェーデンでは比較
的高い。女性の就業率の高さは，男女の労働時間の短縮や育児休
業などの制度の確立，保育サービスの充実などによって支えられ
ており，ジェンダー格差の是正やワークライフバランスの実現が
合計特殊出生率の向上につながることがうかがえる。
なお，社会保障制度の充実については，国民や企業が多額の税

金や保険料などを負担することで維持されている点に注意する必
要がある。景気の低迷などによって税収や保険料収入が減少した
場合，現在の給付水準の維持が困難になる恐れもある。

NOTE

①

p.160 TERM

②

日本における
人口の地域間格差

日本についてみると，東京大都市圏では，
転入超過の状態が続いていることに加え，

他地域と比べて出生率が高いこともあり，人口増加が続いており，
過密問題は解消されていない。一方，地方圏では，転出超過の状
態が長く続いており，とくに農山村では人口の社会減少だけでな
く自然減少がみられる地域もあり，過疎化が問題となっている。

人口減少・少子高齢
化と多文化共生

日本の合計特殊出生率は，1974年以降，
2.1を下回る状況が続いており，急速に

少子高齢化が進んでいる。高齢化率（老年人口比率）は過疎地で高
く，「限界集落」とよばれる地域もある。また，これまで高齢化率
が比較的低かった大都市圏でも今後は急速に高齢化が進むことが
予想される。
少子高齢化の進展や人口減少社会の到来に対し，国は，出生率

を高める施策や，高齢者の介護を社会全体で支えるための介護保
険制度の導入，年金制度の持続可能性を高めるしくみの導入，さ
らには労働人口減少対策としての外国人労働者の受け入れ拡大な
ど，さまざまな政策を実施している。一方，待機児童や男性の育
児休暇取得率の低さなどの問題は，いまだ課題として残されている。
日本では総人口が減少する一方，仕事・留学・技能実習などの目的
で来日する在留外国人が増加している。さまざまな文化的背景をも
った人々との共生は，日本社会が直面する大きな課題の一つである。

p.1698

6

p.160 NOTE

1

p.141

図7を見て，日本における高齢化率の地域
的な傾向について，今後予想される展開もふくめて，50
字以内で説明しなさい。

演習問題

1「限界集落」　65歳以上の高齢者の割合が50%以上とな
り，社会的共同生活の維持が困難となった集落をさす。
1990年代から日本で使われるようになった。

人口ボーナスと人口オーナス
　人口ボーナス（bonus，賞与）は，人口転換において，死
亡率に続き出生率が低下する時期にあたり，生産年齢人口
に対する従属人口の比率が低下し，経済成長が促進される
ことをいう。一方，人口オーナス（onus，負担）は，高齢
化の進展により生産年齢人口に対する従属人口の比率が上
昇し，経済成長が阻害されることをいう。

②「男性は仕事，女性は家事や育児」といった性別役割分業意識
を改めることもその一例である。

①平均余命は，ある年齢の人が平均してあと何年生きるかを示
す値である。0歳の平均余命は平均寿命にあたる。

5おもな先進国の国民の
租税負担と社会保障負担
の 割 合（ 対 G D P 比 ）
（OECD資料）　

0おもな国の老年人口比率の比較（人口統計資料集ほか）　そ
れぞれ老年人口比率が７～14％の年次，14～21％の年次の期間
の推計値を示している。 

4おもな先進国の年齢別女性就業率（データブック国際労働比較）
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1節　東アジア

中国の農業・農村と都市はどのように変わってきたのだろうか。2
中国の農業・農村の近代化と都市化

中国の農業の
近代化と経済成長

中国の農村部では，1980年代に人民公社
が解体され，行政と生産・生活が分離さ

れた。国から土地を借りて農業を営む生産責任制が導入され，
「個

こ

体
た い

戸
こ

」とよばれる個人経営者が生まれ，農業経営の中心となっ
た。国に納める農作物以外の余剰生産物を農民が自由に販売でき
るようになり，生産意欲が向上し，沿海地域周辺では大都市や輸
出向けの農産物を生産する豊かな農村も出現した。

中国の農業地域
中国の農業地域は，「南

な ん

米
べ い

北
ほ く

麦
ば く

」と表現さ
れるように，南北で大きく異なる。ホワ

イ（淮）川以北の華北や東北地方は，冷涼で降雨が少なく，小麦，
大豆，トウモロコシなどの畑作地帯となっている。一方，長江上
流に位置するスーチョワン（四川）盆地では，紀元前につくられた
灌
か ん

漑
が い

施設によって豊かな農業地帯が形成されてきた。東部や南部
の沿岸地域には，黄河，長江，チュー川などによってつくられた
沖積平野が広がり，広大な稲作地域となっている。南部では，サ
トウキビや茶などの工芸作物の栽培も行われている。

大きく変わる
中国農業

都市化の進展とともに，シャンハイ（上
海）などの大都市近郊では，野菜などの

園芸作物のハウス栽培がさかんに行われるようになった。また，
所得の上昇とともに肉の消費量も増え，畜産も拡大している。畜
産の拡大にともない，家畜のえさとなる大豆やトウモロコシなど
の輸入量も大幅に増加している。

1

3

4

p.99

2

中国の都市の成長と
人口問題

経済発展にともない，中国の多くの都市
で人口が増加している。ペキン（北京），

シャンハイ，ホンコン（香港）は，国際的な金融機関やソフトウェ
ア産業が集積し，超高層のオフィスビルが建設され , 世界都市と
して成長している。とくに首都ペキンには政府機関や大学が集中
し，ハイテク産業や情報通信産業も多く立地している。市街地の
再開発とともに周辺の農村では工業団地や住宅団地の開発が進み，
都市域の拡大も著しい。
巨大な人口を抱え，食料問題や環境問題に悩まされてきた中国
では，1970年代末から，晩婚・晩産の奨励や，一人っ子政策など
の人口抑制政策が実施された。その結果，多くの家庭で一人っ子
が増えたが，労働力を必要とする農村では戸籍に登録されない子
どもが存在するなどの社会問題も生じた。中国の出

しゅっ

生
しょう

率
り つ

は，一人
っ子政策開始直後は上昇したが，1980年代後半以降は低下してい
る。今後中国では，現在の日本が抱える高齢化問題に直面するこ
とになる。

広域的な大都市圏の
形成

都市化の進展により，中国の大都市圏の
内部では，交通渋滞が深刻化し，PM2.5  

（微小粒子状物質）などによる大気汚染も発生している。
こうした問題に対応するため，高速鉄道や長大な橋の建設など
によって，ペキンとティエンチン，シャンハイと郊外の都市群，
コワンチョウ（広州）とホンコン，マカオなど，近接した複数の都
市を結合させた巨大な大都市圏を形成する動きが強まっている。
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珠
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澳
ア オ

大橋（2018年）　2018年に開通したチューハイ（珠海）市とホンコン・マカオ（澳門）を結
ぶ世界最長の海上橋。広域経済圏の形成により，東アジア最大規模の世界都市をめざしている。

　長江河口南岸のシャンハイは，2010年に万国博覧会を
開催し，アジアを代表する国際都市に成長してきた。1920
年代に建設された歴史的建造物とは対照的に，長江の支流
である黄浦江の東岸に位置するプートン（浦東）新区（写真
8）には超高層ビルがつぎつぎと建設され，国際金融を扱
う会社が多く集まっている。現在も，リニアモーターカー
をはじめ，最先端技術を取り入れた都市づくりが進められ
ている。

世界都市シャンハイ

①中国では，急速に進む高齢化に対応するため，2015年，第1
子のみの夫婦を優遇するこれまでの措置を改め，第2子の出産
を認めるとして，一人っ子政策の実質的な廃止が発表された。

中国の三農問題
　中国の農村では，人民公社（p.₂₁₇）の解体後，農民の生産
意欲を高める改革や郷鎮企業（p.₂₁₇）による農村の工業化
が進められてきた。それにもかかわらず，「農業」の低生産
性，「農村」の荒廃，「農民」の貧困といった「農」が抱える三
つの問題（三農問題）は依然として中国の重要な問題となっ
ている。これらの問題の解決には，農業の大規模化や生産
性の向上といった農業面での改革とともに，都市と農村の
格差を生みだしている税金や戸籍など，制度面での改革も
必要であるとされている。
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8シャンハイのプートン新区（2015年）

3中国の農業地域
（Th e   N a t i o n a l 
Economic Atlas of 
China 1994ほか）　
長江沿岸の華中，チ
ュー川沿岸の華南で
は米の栽培が卓越し
ているのに対し，北
の華北では小麦，東
北地方では小麦とと
もにコウリャン，ト
ウモロコシが多くな
っている。また，内
陸地域では牧畜がさ
かんに行われている。
このほか，北部では
大豆，南部では茶や
サトウキビの栽培が
多くなっている。

5中国の農村人口と都
市人口の割合の推移
（中国情報ハンドブッ
ク）

6中国と日本の出生率
の推移（中国情報ハン
ドブック）　単位の‰
はパーミルと読み，
1000分のいくつか（千
分率）をあらわす際に
用いられる。

1中国の田植えの様子（フーペイ省，2011年）

2中国の穀物輸入額の推移（UN Comtrade）

4シャンハイ近郊の花
か

卉
き

のハウス栽培（2007年）

1995 2000 05 10 15 20 23
0

50

100

150

200

250
億ドル

年

1生産責任制　農業収入の一定額を国に支払い，それ以
外は個別農家の収入とする制度。それまでの人民公社
（p.217）が管理する集団農業では，労働にかかわらず収入
は同一であった。生産責任制の導入により，農家の生産意
欲が高まり，農業生産は急増した。

課題 ₁₉₈₀年代以降の中国における農村と都市の変化の違いをあげてみよう。
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3スウェーデン，イギリス，日本の食料自給率の推移
（食料需給表ほか）

4おもな国際会議の開催都市と国際条約の締結地（著者原図）

6おもな国のGNIに占め
るODA支出額の割合
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1人口規模でまとめた世界のおも
な国・地域（2016年）（世界国勢図会）

2人口密度でまとめた世界のおもな国・地域（2016年）（日本国勢図会ほか）　緑文字は都市国家，青文字は島嶼国家を示す。

表1は世界の国々を地域別
に人口規模でまとめたもの，
表2は人口密度でまとめた
ものである（それぞれ，世
界で20位以内の国・地域に
は，順位を示す丸数字を付
した）。この数値をおおま
かにつかんだうえで，教科
書p.98～103の食料問題，
p.112～117の資源・エネル
ギー問題，p.164～167の人
口問題，p.176～181の居住・
都市問題などの地域別の特
徴をまとめてみよう。

グラフ3は，スウェーデン，イギリス，日本の3か国の食料自給率（カ
ロリーベース）の推移を示している。各国の自給率の推移について，
教科書p.98～103を参考に，以下の出来事に注目しながら，考えて
説明しよう。
・イギリスは1973年にヨーロッパ共同体（EC）に加盟した。
・日本は1993年に冷夏で米の緊急輸入を行った。
・スウェーデンは1995年にヨーロッパ連合（EU）に加盟した。

教科書p.101で学習
した政府開発援助
（ODA）について，
グラフ5～7から読
み取れる援助の特徴
を400～1200字の間
で字数を決めて説明
してみよう。

図4中の都市に関連
する会議や条約の内
容を調べ，都市ごと
に表にしてまとめよ
う。

教科書で学習してきた内容を生かして，資料を見て考え，説明するスキルを身に付けよう。

人口密度 アジア アフリカ ヨーロッパ 南北アメリカ オセアニア 日本
10000人/㎢以上 　 ①モナコ 　 　 　
5000～10000 ②シンガポール 　 　 　 　 東京
1500～5000 ④バーレーン 　 ③バチカン市国 　 　 大阪，神奈川，埼玉

1000～1500 ⑥モルディブ
⑦バングラデシュ

⑤マルタ 愛知，千葉，福岡

500～1000 ⑩レバノン
⑫韓国

⑨モーリシャス ⑪サンマリノ ⑧バルバドス 　 兵庫，沖縄，京都，香川

400～500 ⑰インド ⑭ルワンダ
⑮ブルンジ

⑯オランダ 　 ⑬ナウル 茨城，静岡

336～400 イスラエル
フィリピン

コモロ ⑳ベルギー ⑱ハイチ
セントルシア

⑲ツバル 奈良，滋賀，佐賀

336人/㎢ 日本

200～336
スリランカ
ベトナム
北朝鮮

セーシェル
サントメ・プリンシペ
ナイジェリア

イギリス，ドイツ，
リヒテンシュタイン，
ルクセンブルク，
スイス

グレナダ
エルサルバドル
ジャマイカ
ほか5か国

マーシャル諸島 広島，長崎，宮城，三重，群馬，栃
木，石川，岡山，富山，愛媛，熊本，
山口，和歌山

100～200
カタール
ネパール
インドネシア
ほか7か国

マラウイ
トーゴ
ガーナ
ほか3か国

イタリア
コソボ
アンドラ
ほか10か国

グアテマラ
キューバ

キリバス
ミクロネシア連邦
トンガ

岐阜，福井，山梨，大分，新潟，徳
島，鹿児島，鳥取，長野，宮崎，福
島，青森，山形，島根，高知

60～100
マレーシア
カンボジア
ほか6か国

エジプト
エチオピア
ほか10か国

セルビア
スペイン
ほか8か国

ドミニカ国
コスタリカ
ほか3か国

クック諸島
サモア

秋田，岩手，北海道

世界平均約60人／㎢

20～60
イエメン
アフガニスタン
ほか5か国

ギニア
ギニアビサウ
ほか15か国

ベラルーシ
モンテネグロ
ほか4か国

パナマ
アメリカ
ほか8か国

フィジー
パラオ
ほか2か国

10～20
オマーン
サウジアラビア
トルクメニスタン

アルジェリア
ソマリア
ほか4か国

ノルウェー
フィンランド

パラグアイ，ベリーズ，
アルゼンチン，
ボリビア

ニュージーランド
パプアニューギニア

10人/㎢以下
カザフスタン
モンゴル

中央アフリカ共和国，
ガボン，ボツワナ，
モーリタニア，
リビア，ナミビア

アイスランド
ロシア

ガイアナ，カナダ，
スリナム

ニウエ
オーストラリア

人口 日本との比較 アジア アフリカ ヨーロッパ 南北アメリカ オセアニア

10億人 およそ10倍 ①中国
②インド

3億人 ③アメリカ
2億人 ④インドネシア ⑤ブラジル

1.5億人 ⑥パキスタン
⑧バングラデシュ

⑦ナイジェリア

1億人 およそ1倍 ⑪日本
⑫フィリピン

⑬エチオピア ⑨ロシア ⑩メキシコ

9000万人 ⑭ベトナム ⑮エジプト
8000万人 およそ2/3 ⑰イラン ⑯ドイツ
7000万人 ⑲トルコ ⑱コンゴ民主

6000万人 およそ1/2 ⑳タイ フランス
イギリス

5000万人 ミャンマー
韓国

南アフリカ
タンザニア

イタリア

4000万人 およそ1/3
ケニア
アルジェリア
スーダン
ウガンダ

ウクライナ
スペイン

コロンビア
アルゼンチン

3000万人 およそ1/4
イラク
アフガニスタン
マレーシア
サウジアラビアほか

モロッコ ポーランド カナダ
ペル－
ベネズエラ

2000万人 およそ1/6
ネパール
北朝鮮，（台湾）
スリランカほか

ガーナ
モザンビーク
アンゴラほか

オーストラリア

資料から考える⑤ 世界の諸課題

資料から考える　1 世界の人口と人口密度

資料から考える　2 食料自給率

資料から考える　3 国際会議と国際条約

資料から考える　4 政府開発援助（ODA）
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7地域別のODAに占める各国の支出の割合

ヨーロッパ
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中東・
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5おもな国のODA支出総
額の推移
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3スウェーデン，イギリス，日本の食料自給率の推移
（食料需給表ほか）

4おもな国際会議の開催都市と国際条約の締結地（著者原図）

6おもな国のGDPに占め
るODA支出額の割合
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1人口規模でまとめた世界のおも
な国・地域（2016年）（世界国勢図会）

2人口密度でまとめた世界のおもな国・地域（2016年）（日本国勢図会ほか）　緑文字は都市国家，青文字は島嶼国家を示す。

表1は世界の国々を地域別
に人口規模でまとめたもの，
表2は人口密度でまとめた
ものである（それぞれ，世
界で20位以内の国・地域に
は，順位を示す丸数字を付
した）。この数値をおおま
かにつかんだうえで，教科
書p.98～103の食料問題，
p.112～117の資源・エネル
ギー問題，p.164～167の人
口問題，p.176～181の居住・
都市問題などの地域別の特
徴をまとめてみよう。

グラフ3は，スウェーデン，イギリス，日本の3か国の食料自給率（カ
ロリーベース）の推移を示している。各国の自給率の推移について，
教科書p.98～103を参考に，以下の出来事に注目しながら，考えて
説明しよう。
・イギリスは1973年にヨーロッパ共同体（EC）に加盟した。
・日本は1993年に冷夏で米の緊急輸入を行った。
・スウェーデンは1995年にヨーロッパ連合（EU）に加盟した。

教科書p.101で学習
した政府開発援助
（ODA）について，
グラフ5～7から読
み取れる援助の特徴
を400～1200字の間
で字数を決めて説明
してみよう。

図4中の都市に関連
する会議や条約の内
容を調べ，都市ごと
に表にしてまとめよ
う。

教科書で学習してきた内容を生かして，資料を見て考え，説明するスキルを身に付けよう。

人口密度 アジア アフリカ ヨーロッパ 南北アメリカ オセアニア 日本
10000人/㎢以上 　 ①モナコ 　 　 　
5000～10000 ②シンガポール 　 　 　 　 東京
1500～5000 ④バーレーン 　 ③バチカン市国 　 　 大阪，神奈川，埼玉

1000～1500 ⑥モルディブ
⑦バングラデシュ

⑤マルタ 愛知，千葉，福岡

500～1000 ⑩レバノン
⑫韓国

⑨モーリシャス ⑪サンマリノ ⑧バルバドス 　 兵庫，沖縄，京都，香川

400～500 ⑰インド ⑭ルワンダ
⑮ブルンジ

⑯オランダ 　 ⑬ナウル 茨城，静岡

336～400 イスラエル
フィリピン

コモロ ⑳ベルギー ⑱ハイチ
セントルシア

⑲ツバル 奈良，滋賀，佐賀

336人/㎢ 日本

200～336
スリランカ
ベトナム
北朝鮮

セーシェル
サントメ・プリンシペ
ナイジェリア

イギリス，ドイツ，
リヒテンシュタイン，
ルクセンブルク，
スイス

グレナダ
エルサルバドル
ジャマイカ
ほか5か国

マーシャル諸島 広島，長崎，宮城，三重，群馬，栃
木，石川，岡山，富山，愛媛，熊本，
山口，和歌山

100～200
カタール
ネパール
インドネシア
ほか7か国

マラウイ
トーゴ
ガーナ
ほか3か国

イタリア
コソボ
アンドラ
ほか10か国

グアテマラ
キューバ

キリバス
ミクロネシア連邦
トンガ

岐阜，福井，山梨，大分，新潟，徳
島，鹿児島，鳥取，長野，宮崎，福
島，青森，山形，島根，高知

60～100
マレーシア
カンボジア
ほか6か国

エジプト
エチオピア
ほか10か国

セルビア
スペイン
ほか8か国

ドミニカ国
コスタリカ
ほか3か国

クック諸島
サモア
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1節　東アジア

中国の農業・農村と都市はどのように変わってきたのだろうか。2
中国の農業・農村の近代化と都市化

中国の農業の
近代化と経済成長

中国の農村部では，1980年代に人民公社
が解体され，行政と生産・生活が分離さ

れた。国から土地を借りて農業を営む生産責任制が導入され，
「個

こ

体
た い

戸
こ

」とよばれる個人経営者が生まれ，農業経営の中心となっ
た。国に納める農作物以外の余剰生産物を農民が自由に販売でき
るようになり，生産意欲が向上し，沿海地域周辺では大都市や輸
出向けの農産物を生産する豊かな農村も出現した。

中国の農業地域
中国の農業地域は，「南

な ん

米
べ い

北
ほ く

麦
ば く

」と表現さ
れるように，南北で大きく異なる。ホワ

イ（淮）川以北の華北や東北地方は，冷涼で降雨が少なく，小麦，
大豆，トウモロコシなどの畑作地帯となっている。一方，長江上
流に位置するスーチョワン（四川）盆地では，紀元前につくられた
灌
か ん

漑
が い

施設によって豊かな農業地帯が形成されてきた。東部や南部
の沿岸地域には，黄河，長江，チュー川などによってつくられた
沖積平野が広がり，広大な稲作地域となっている。南部では，サ
トウキビや茶などの工芸作物の栽培も行われている。

大きく変わる
中国農業

都市化の進展とともに，シャンハイ（上
海）などの大都市近郊では，野菜などの

園芸作物のハウス栽培がさかんに行われるようになった。また，
所得の上昇とともに肉の消費量も増え，畜産も拡大している。畜
産の拡大にともない，家畜のえさとなる大豆やトウモロコシなど
の輸入量も大幅に増加している。

1

3

4

p.99

2

中国の都市の成長と
人口問題

経済発展にともない，中国の多くの都市
で人口が増加している。ペキン（北京），

シャンハイ，ホンコン（香港）は，国際的な金融機関やソフトウェ
ア産業が集積し，超高層のオフィスビルが建設され , 世界都市と
して成長している。とくに首都ペキンには政府機関や大学が集中
し，ハイテク産業や情報通信産業も多く立地している。市街地の
再開発とともに周辺の農村では工業団地や住宅団地の開発が進み，
都市域の拡大も著しい。
巨大な人口を抱え，食料問題や環境問題に悩まされてきた中国

では，1970年代末から，晩婚・晩産の奨励や，一人っ子政策など
の人口抑制政策が実施された。その結果，多くの家庭で一人っ子
が増えたが，労働力を必要とする農村では戸籍に登録されない子
どもが存在するなどの社会問題も生じた。中国の出

しゅっ

生
しょう

率
り つ

は，一人
っ子政策開始直後は上昇したが，1980年代後半以降は低下してい
る。今後中国では，現在の日本が抱える高齢化問題に直面するこ
とになる。

広域的な大都市圏の
形成

都市化の進展により，中国の大都市圏の
内部では，交通渋滞が深刻化し，PM2.5  

（微小粒子状物質）などによる大気汚染も発生している。
こうした問題に対応するため，高速鉄道や長大な橋の建設など

によって，ペキンとティエンチン，シャンハイと郊外の都市群，
コワンチョウ（広州）とホンコン，マカオなど，近接した複数の都
市を結合させた巨大な大都市圏を形成する動きが強まっている。

p.171 TERM

p.165 TERM①

6

p.71 TERM

7港
ガ ン

珠
ジュー

澳
ア オ

大橋（2018年）　2018年に開通したチューハイ（珠海）市とホンコン・マカオ（澳門）を結
ぶ世界最長の海上橋。広域経済圏の形成により，東アジア最大規模の世界都市をめざしている。

　長江河口南岸のシャンハイは，2010年に万国博覧会を
開催し，アジアを代表する国際都市に成長してきた。1920
年代に建設された歴史的建造物とは対照的に，長江の支流
である黄浦江の東岸に位置するプートン（浦東）新区（写真
8）には超高層ビルがつぎつぎと建設され，国際金融を扱
う会社が多く集まっている。現在も，リニアモーターカー
をはじめ，最先端技術を取り入れた都市づくりが進められ
ている。

世界都市シャンハイ

①中国では，急速に進む高齢化に対応するため，2015年，第1
子のみの夫婦を優遇するこれまでの措置を改め，第2子の出産
を認めるとして，一人っ子政策の実質的な廃止が発表された。

中国の三農問題
　中国の農村では，人民公社（p.₂₁₇）の解体後，農民の生産
意欲を高める改革や郷鎮企業（p.₂₁₇）による農村の工業化
が進められてきた。それにもかかわらず，「農業」の低生産
性，「農村」の荒廃，「農民」の貧困といった「農」が抱える三
つの問題（三農問題）は依然として中国の重要な問題となっ
ている。これらの問題の解決には，農業の大規模化や生産
性の向上といった農業面での改革とともに，都市と農村の
格差を生みだしている税金や戸籍など，制度面での改革も
必要であるとされている。
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3中国の農業地域
（Th e   N a t i o n a l 
Economic Atlas of 
China 1994ほか）　
長江沿岸の華中，チ
ュー川沿岸の華南で
は米の栽培が卓越し
ているのに対し，北
の華北では小麦，東
北地方では小麦とと
もにコウリャン，ト
ウモロコシが多くな
っている。また，内
陸地域では牧畜がさ
かんに行われている。
このほか，北部では
大豆，南部では茶や
サトウキビの栽培が
多くなっている。

5中国の農村人口と都
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1生産責任制　農業収入の一定額を国に支払い，それ以
外は個別農家の収入とする制度。それまでの人民公社
（p.217）が管理する集団農業では，労働にかかわらず収入
は同一であった。生産責任制の導入により，農家の生産意
欲が高まり，農業生産は急増した。

課題 ₁₉₈₀年代以降の中国における農村と都市の変化の違いをあげてみよう。
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中国の農業・農村と都市はどのように変わってきたのだろうか。2
中国の農業・農村の近代化と都市化

中国の農業の
近代化と経済成長

中国の農村部では，1980年代に人民公社
が解体され，行政と生産・生活が分離さ

れた。国から土地を借りて農業を営む生産責任制が導入され，
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」とよばれる個人経営者が生まれ，農業経営の中心となっ
た。国に納める農作物以外の余剰生産物を農民が自由に販売でき
るようになり，生産意欲が向上し，沿海地域周辺では大都市や輸
出向けの農産物を生産する豊かな農村も出現した。

中国の農業地域
中国の農業地域は，「南

な ん

米
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北
ほ く

麦
ば く

」と表現さ
れるように，南北で大きく異なる。ホワ

イ（淮）川以北の華北や東北地方は，冷涼で降雨が少なく，小麦，
大豆，トウモロコシなどの畑作地帯となっている。一方，長江上
流に位置するスーチョワン（四川）盆地では，紀元前につくられた
灌
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漑
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施設によって豊かな農業地帯が形成されてきた。東部や南部
の沿岸地域には，黄河，長江，チュー川などによってつくられた
沖積平野が広がり，広大な稲作地域となっている。南部では，サ
トウキビや茶などの工芸作物の栽培も行われている。

大きく変わる
中国農業

都市化の進展とともに，シャンハイ（上
海）などの大都市近郊では，野菜などの

園芸作物のハウス栽培がさかんに行われるようになった。また，
所得の上昇とともに肉の消費量も増え，畜産も拡大している。畜
産の拡大にともない，家畜のえさとなる大豆やトウモロコシなど
の輸入量も大幅に増加している。
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中国の都市の成長と
人口問題

経済発展にともない，中国の多くの都市
で人口が増加している。ペキン（北京），

シャンハイ，ホンコン（香港）は，国際的な金融機関やソフトウェ
ア産業が集積し，超高層のオフィスビルが建設され , 世界都市と
して成長している。とくに首都ペキンには政府機関や大学が集中
し，ハイテク産業や情報通信産業も多く立地している。市街地の
再開発とともに周辺の農村では工業団地や住宅団地の開発が進み，
都市域の拡大も著しい。
巨大な人口を抱え，食料問題や環境問題に悩まされてきた中国

では，1970年代末から，晩婚・晩産の奨励や，一人っ子政策など
の人口抑制政策が実施された。その結果，多くの家庭で一人っ子
が増えたが，労働力を必要とする農村では戸籍に登録されない子
どもが存在するなどの社会問題も生じた。中国の出
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は，一人
っ子政策開始直後は上昇したが，1980年代後半以降は低下してい
る。今後中国では，現在の日本が抱える高齢化問題に直面するこ
とになる。

広域的な大都市圏の
形成

都市化の進展により，中国の大都市圏の
内部では，交通渋滞が深刻化し，PM2.5  

（微小粒子状物質）などによる大気汚染も発生している。
こうした問題に対応するため，高速鉄道や長大な橋の建設など

によって，ペキンとティエンチン，シャンハイと郊外の都市群，
コワンチョウ（広州）とホンコン，マカオなど，近接した複数の都
市を結合させた巨大な大都市圏を形成する動きが強まっている。
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大橋（2018年）　2018年に開通したチューハイ（珠海）市とホンコン・マカオ（澳門）を結
ぶ世界最長の海上橋。広域経済圏の形成により，東アジア最大規模の世界都市をめざしている。

　長江河口南岸のシャンハイは，2010年に万国博覧会を
開催し，アジアを代表する国際都市に成長してきた。1920
年代に建設された歴史的建造物とは対照的に，長江の支流
である黄浦江の東岸に位置するプートン（浦東）新区（写真
8）には超高層ビルがつぎつぎと建設され，国際金融を扱
う会社が多く集まっている。現在も，リニアモーターカー
をはじめ，最先端技術を取り入れた都市づくりが進められ
ている。

世界都市シャンハイ

①中国では，急速に進む高齢化に対応するため，2015年，第1
子のみの夫婦を優遇するこれまでの措置を改め，第2子の出産
を認めるとして，一人っ子政策の実質的な廃止が発表された。

中国の三農問題
　中国の農村では，人民公社（p.₂₁₇）の解体後，農民の生産
意欲を高める改革や郷鎮企業（p.₂₁₇）による農村の工業化
が進められてきた。それにもかかわらず，「農業」の低生産
性，「農村」の荒廃，「農民」の貧困といった「農」が抱える三
つの問題（三農問題）は依然として中国の重要な問題となっ
ている。これらの問題の解決には，農業の大規模化や生産
性の向上といった農業面での改革とともに，都市と農村の
格差を生みだしている税金や戸籍など，制度面での改革も
必要であるとされている。
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8シャンハイのプートン新区（2015年）

3中国の農業地域
（Th e   N a t i o n a l 
Economic Atlas of 
China 1994ほか）　
長江沿岸の華中，チ
ュー川沿岸の華南で
は米の栽培が卓越し
ているのに対し，北
の華北では小麦，東
北地方では小麦とと
もにコウリャン，ト
ウモロコシが多くな
っている。また，内
陸地域では牧畜がさ
かんに行われている。
このほか，北部では
大豆，南部では茶や
サトウキビの栽培が
多くなっている。

5中国の農村人口と都
市人口の割合の推移
（中国情報ハンドブッ
ク）

6中国と日本の出生率
の推移（中国情報ハン
ドブック）　単位の‰
はパーミルと読み，
1000分のいくつか（千
分率）をあらわす際に
用いられる。

1中国の田植えの様子（フーペイ省，2011年）

2中国の穀物輸入額の推移（UN Comtrade）

4シャンハイ近郊の花
か

卉
き

のハウス栽培（2007年）
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1生産責任制　農業収入の一定額を国に支払い，それ以
外は個別農家の収入とする制度。それまでの人民公社
（p.217）が管理する集団農業では，労働にかかわらず収入
は同一であった。生産責任制の導入により，農家の生産意
欲が高まり，農業生産は急増した。

課題 ₁₉₈₀年代以降の中国における農村と都市の変化の違いをあげてみよう。
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　海が広がる北極とは対照的に，南極点から南緯66.5度の緯線に
かけて広がる南極圏の中心部は，南極大陸（p.71）によって占められ
ている。面積1,400万km2の南極大陸は，面積の98%が平均2,500 m
もの厚さの氷

ひょう

床
しょう

でおおわれており，氷から露出した33万km2の陸
地も，植物さえ育たない岩がむき出しになった大地である。南極
大陸の周囲を取り巻く海は南極海とよばれ，北極海同様，夏季の
一時期を除き，ほぼ通年，海氷におおわれている。
　南極大陸は，どこの国にも属さない特異な大地である。南極の
科学的な価値に着目した世界の科学者は，1957年から1年間かけ
て科学的調査を実施した。この調査を契機に，国際社会は，南極
を国境のない平和の理想郷とし，いかなる国の領有権も凍結し，
平和的利用に限ると定めた南極条約を1959年に締結した。
　現在，南極大陸には，科学観測・調査を目的とした各国の基地
が置かれている。日本は，1957年1月に南極大陸の縁辺から約
4 km離れた東オングル島に昭和基地を設置して以降，この基地
を拠点にさまざまな科学観測・調査を行い，各国と共同で南極観
測事業を行っている。
　南極大陸は，かつてのゴンドワナ大陸の一部であり，鉱物資源
に恵まれた大陸である。また，南極海も海洋資源が豊富であり，
かつては捕鯨活動がさかんであった。このため，現在でも多くの
国が南極に自国の領土をもつことをあきらめていない。人類共有
の大地と海を将来の世代へと受け継いでいくには，これまで同様，
南極をどこの国にも属さない地として保全していく努力が必要で
ある。

南極

2

　北極と南極は，20世紀にいたるまで，地球に残された未知の土
地（テラ・インコグニータ）であった。雪や氷におおわれた北極海
や南極大陸の全体像が明らかになったのは，人工衛星による地球
観測が可能になった20世紀後半以降のことである。
　その厳しい自然環境ゆえに地球に残された数少ないアネクメー
ネ（p.158）は，どのような地理的特徴をもっているのだろうか。

　北極点を中心として，北緯66.5度の緯線の北側にある領域を北
極圏とよぶ。北極圏の中心には北極海があり，ユーラシア大陸，
北アメリカ大陸，グリーンランドによって囲まれている。北極海
の面積は，北極圏の面積約2,130万km2のうちの1,400万km2を占め
る。北極海は，ほぼ一年にわたって海氷におおわれており，夏季
に海氷が融解する大陸の沿岸部分を除き，一年を通じて船舶の航
行はできない。しかし，北極海の大陸棚には石油や天然ガスなど
のエネルギー資源が存在することがわかっており，沿岸の北極圏
国や国際社会から大きな注目を集めている。
　北極圏の陸地は，ツンドラにおおわれた厳しい環境のため，人々
の生活は厳しいものとなる。昔からこの地に住む先住民族が，伝
統的な狩猟や漁労によって生活する一方，軍事拠点や石油・天然
ガス資源の開発拠点が広がっている。温暖化により北極海の海氷
がかつてより融

と

けるようになり，近年では船舶の航行や資源開発
に向けた国際社会の動きが活発になっている。日本も，ヨーロッ
パと日本を結ぶ物流航路としての北極海航路の開設に向けた動き
に積極的にかかわっている。

北極

1

1北極圏国　北極圏に国土を有するカナダ，デンマーク，
フィンランド，アイスランド，ノルウェー，ロシア，スウ
ェーデンおよびアメリカの8か国。北極圏における経済活
動や環境保護を協議する北極評議会を主催する。日本もオ
ブザーバーとして北極評議会に参加している。

3北極海の海底における未発見の天然ガスの推定埋蔵地と埋
蔵量（Assessment of Undiscovered Oil and Gas in the Arctic）
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2昭和基地　1957年に南極圏内の東オングル島に建設さ
れ，以降，継続して日本が運用している観測基地。常時40
名程度の隊員が滞在し，天体・気象・地球科学・生物学な
どの科学研究と定常観測を行っている。

6南極大陸における各国の基地の分布（国立極地研究所資料）
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8南極の領有権を主張した国々とその領域（World Factbook）
　現在は，南極条約により，これらの国々の主張は国際的に認
められていない。
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2グリーンランドの北極海沿岸の町（イルリサット，2016年）　色とりどりの
建物は，伝統的に商業施設は赤色，病院は黄色など，建物の社会的役割によ
り色わけがなされてきた。18世紀の植民地時代にはまだ住居や通りの番号も
はっきりしていなかった。

5南極にある日本の昭和基地（2019年，国立極地研究所）　昭和基地はオングル島に
あり，写真の背景に見える白い南極大陸とは海氷に覆われたオングル海峡によって
へだてられている。

1北極圏の地勢図
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7南極大陸における氷床の断面図
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1節　東アジア

中国の農業・農村と都市はどのように変わってきたのだろうか。2
中国の農業・農村の近代化と都市化

中国の農業の
近代化と経済成長

中国の農村部では，1980年代に人民公社
が解体され，行政と生産・生活が分離さ

れた。国から土地を借りて農業を営む生産責任制が導入され，
「個

こ

体
た い

戸
こ

」とよばれる個人経営者が生まれ，農業経営の中心となっ
た。国に納める農作物以外の余剰生産物を農民が自由に販売でき
るようになり，生産意欲が向上し，沿海地域周辺では大都市や輸
出向けの農産物を生産する豊かな農村も出現した。

中国の農業地域
中国の農業地域は，「南

な ん

米
べ い

北
ほ く

麦
ば く

」と表現さ
れるように，南北で大きく異なる。ホワ

イ（淮）川以北の華北や東北地方は，冷涼で降雨が少なく，小麦，
大豆，トウモロコシなどの畑作地帯となっている。一方，長江上
流に位置するスーチョワン（四川）盆地では，紀元前につくられた
灌
か ん

漑
が い

施設によって豊かな農業地帯が形成されてきた。東部や南部
の沿岸地域には，黄河，長江，チュー川などによってつくられた
沖積平野が広がり，広大な稲作地域となっている。南部では，サ
トウキビや茶などの工芸作物の栽培も行われている。

大きく変わる
中国農業

都市化の進展とともに，シャンハイ（上
海）などの大都市近郊では，野菜などの

園芸作物のハウス栽培がさかんに行われるようになった。また，
所得の上昇とともに肉の消費量も増え，畜産も拡大している。畜
産の拡大にともない，家畜のえさとなる大豆やトウモロコシなど
の輸入量も大幅に増加している。

1

3

4

p.99

2

中国の都市の成長と
人口問題

経済発展にともない，中国の多くの都市
で人口が増加している。ペキン（北京），

シャンハイ，ホンコン（香港）は，国際的な金融機関やソフトウェ
ア産業が集積し，超高層のオフィスビルが建設され , 世界都市と
して成長している。とくに首都ペキンには政府機関や大学が集中
し，ハイテク産業や情報通信産業も多く立地している。市街地の
再開発とともに周辺の農村では工業団地や住宅団地の開発が進み，
都市域の拡大も著しい。
巨大な人口を抱え，食料問題や環境問題に悩まされてきた中国
では，1970年代末から，晩婚・晩産の奨励や，一人っ子政策など
の人口抑制政策が実施された。その結果，多くの家庭で一人っ子
が増えたが，労働力を必要とする農村では戸籍に登録されない子
どもが存在するなどの社会問題も生じた。中国の出

しゅっ

生
しょう

率
り つ

は，一人
っ子政策開始直後は上昇したが，1980年代後半以降は低下してい
る。今後中国では，現在の日本が抱える高齢化問題に直面するこ
とになる。

広域的な大都市圏の
形成

都市化の進展により，中国の大都市圏の
内部では，交通渋滞が深刻化し，PM2.5  

（微小粒子状物質）などによる大気汚染も発生している。
こうした問題に対応するため，高速鉄道や長大な橋の建設など
によって，ペキンとティエンチン，シャンハイと郊外の都市群，
コワンチョウ（広州）とホンコン，マカオなど，近接した複数の都
市を結合させた巨大な大都市圏を形成する動きが強まっている。

p.171 TERM

p.165 TERM①

6

p.71 TERM

7港
ガ ン

珠
ジュー

澳
ア オ

大橋（2018年）　2018年に開通したチューハイ（珠海）市とホンコン・マカオ（澳門）を結
ぶ世界最長の海上橋。広域経済圏の形成により，東アジア最大規模の世界都市をめざしている。

　長江河口南岸のシャンハイは，2010年に万国博覧会を
開催し，アジアを代表する国際都市に成長してきた。1920
年代に建設された歴史的建造物とは対照的に，長江の支流
である黄浦江の東岸に位置するプートン（浦東）新区（写真
8）には超高層ビルがつぎつぎと建設され，国際金融を扱
う会社が多く集まっている。現在も，リニアモーターカー
をはじめ，最先端技術を取り入れた都市づくりが進められ
ている。

世界都市シャンハイ

①中国では，急速に進む高齢化に対応するため，2015年，第1
子のみの夫婦を優遇するこれまでの措置を改め，第2子の出産
を認めるとして，一人っ子政策の実質的な廃止が発表された。

中国の三農問題
　中国の農村では，人民公社（p.₂₁₇）の解体後，農民の生産
意欲を高める改革や郷鎮企業（p.₂₁₇）による農村の工業化
が進められてきた。それにもかかわらず，「農業」の低生産
性，「農村」の荒廃，「農民」の貧困といった「農」が抱える三
つの問題（三農問題）は依然として中国の重要な問題となっ
ている。これらの問題の解決には，農業の大規模化や生産
性の向上といった農業面での改革とともに，都市と農村の
格差を生みだしている税金や戸籍など，制度面での改革も
必要であるとされている。
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8シャンハイのプートン新区（2015年）

3中国の農業地域
（Th e   N a t i o n a l 
Economic Atlas of 
China 1994ほか）　
長江沿岸の華中，チ
ュー川沿岸の華南で
は米の栽培が卓越し
ているのに対し，北
の華北では小麦，東
北地方では小麦とと
もにコウリャン，ト
ウモロコシが多くな
っている。また，内
陸地域では牧畜がさ
かんに行われている。
このほか，北部では
大豆，南部では茶や
サトウキビの栽培が
多くなっている。

5中国の農村人口と都
市人口の割合の推移
（中国情報ハンドブッ
ク）

6中国と日本の出生率
の推移（中国情報ハン
ドブック）　単位の‰
はパーミルと読み，
1000分のいくつか（千
分率）をあらわす際に
用いられる。

1中国の田植えの様子（フーペイ省，2011年）

2中国の穀物輸入額の推移（UN Comtrade）

4シャンハイ近郊の花
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き
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1生産責任制　農業収入の一定額を国に支払い，それ以
外は個別農家の収入とする制度。それまでの人民公社
（p.217）が管理する集団農業では，労働にかかわらず収入
は同一であった。生産責任制の導入により，農家の生産意
欲が高まり，農業生産は急増した。

課題 ₁₉₈₀年代以降の中国における農村と都市の変化の違いをあげてみよう。
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　海が広がる北極とは対照的に，南極点から南緯66.5度の緯線に
かけて広がる南極圏の中心部は，南極大陸（p.71）によって占められ
ている。面積1,400万km2の南極大陸は，面積の98%が平均2,500 m
もの厚さの氷

ひょう

床
しょう

でおおわれており，氷から露出した33万km2の陸
地も，植物さえ育たない岩がむき出しになった大地である。南極
大陸の周囲を取り巻く海は南極海とよばれ，北極海同様，夏季の
一時期を除き，ほぼ通年，海氷におおわれている。
　南極大陸は，どこの国にも属さない特異な大地である。南極の
科学的な価値に着目した世界の科学者は，1957年から1年間かけ
て科学的調査を実施した。この調査を契機に，国際社会は，南極
を国境のない平和の理想郷とし，いかなる国の領有権も凍結し，
平和的利用に限ると定めた南極条約を1959年に締結した。
　現在，南極大陸には，科学観測・調査を目的とした各国の基地
が置かれている。日本は，1957年1月に南極大陸の縁辺から約
4 km離れた東オングル島に昭和基地を設置して以降，この基地
を拠点にさまざまな科学観測・調査を行い，各国と共同で南極観
測事業を行っている。
　南極大陸は，かつてのゴンドワナ大陸の一部であり，鉱物資源
に恵まれた大陸である。また，南極海も海洋資源が豊富であり，
かつては捕鯨活動がさかんであった。このため，現在でも多くの
国が南極に自国の領土をもつことをあきらめていない。人類共有
の大地と海を将来の世代へと受け継いでいくには，これまで同様，
南極をどこの国にも属さない地として保全していく努力が必要で
ある。
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　北極と南極は，20世紀にいたるまで，地球に残された未知の土
地（テラ・インコグニータ）であった。雪や氷におおわれた北極海
や南極大陸の全体像が明らかになったのは，人工衛星による地球
観測が可能になった20世紀後半以降のことである。
　その厳しい自然環境ゆえに地球に残された数少ないアネクメー
ネ（p.158）は，どのような地理的特徴をもっているのだろうか。

　北極点を中心として，北緯66.5度の緯線の北側にある領域を北
極圏とよぶ。北極圏の中心には北極海があり，ユーラシア大陸，
北アメリカ大陸，グリーンランドによって囲まれている。北極海
の面積は，北極圏の面積約2,130 km2のうちの1,400 km2を占める。
北極海は，ほぼ一年にわたって海氷におおわれており，夏季に海
氷が融解する大陸の沿岸部分を除き，一年を通じて船舶の航行は
できない。しかし，北極海の大陸棚には石油や天然ガスなどのエ
ネルギー資源が存在することがわかっており，沿岸の北極圏国や
国際社会から大きな注目を集めている。
　北極圏の陸地は，ツンドラにおおわれた厳しい環境のため，人々
の生活は厳しいものとなる。昔からこの地に住む先住民族が，伝
統的な狩猟や漁労によって生活する一方，軍事拠点や石油・天然
ガス資源の開発拠点が広がっている。温暖化により北極海の海氷
がかつてより融

と

けるようになり，近年では船舶の航行や資源開発
に向けた国際社会の動きが活発になっている。日本も，ヨーロッ
パと日本を結ぶ物流航路としての北極海航路の開設に向けた動き
に積極的にかかわっている。
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1北極圏国　北極圏に国土を有するカナダ，デンマーク，
フィンランド，アイスランド，ノルウェー，ロシア，スウ
ェーデンおよびアメリカの8か国。北極圏における経済活
動や環境保護を協議する北極評議会を主催する。日本もオ
ブザーバーとして北極評議会に参加している。

3北極海の海底における未発見の天然ガスの推定埋蔵地と埋
蔵量（Assessment of Undiscovered Oil and Gas in the Arctic）
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2昭和基地　1957年に南極圏内の東オングル島に建設さ
れ，以降，継続して日本が運用している観測基地。常時40
名程度の隊員が滞在し，天体・気象・地球科学・生物学な
どの科学研究と定常観測を行っている。

6南極大陸における各国の基地の分布（国立極地研究所資料）
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8南極の領有権を主張した国々とその領域（World Factbook）
　現在は，南極条約により，これらの国々の主張は国際的に認
められていない。
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2グリーンランドの北極海沿岸の町（イルリサット，2016年）　色とりどりの
建物は，伝統的に商業施設は赤色，病院は黄色など，建物の社会的役割によ
り色わけがなされてきた。18世紀の植民地時代にはまだ住居や通りの番号も
はっきりしていなかった。

5南極にある日本の昭和基地（2019年，国立極地研究所）　昭和基地はオングル島に
あり，写真の背景に見える白い南極大陸とは海氷に覆われたオングル海峡によって
へだてられている。
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304 305資料から日本の地理的諸課題を読み解く①

資料から日本の
地理的諸課題を読み解く 1 現実世界 調査テーマ

の設定
仮説の
設定

データの
収集

仮説の
検証

結論の
立論

探究の
手法

1日本の人口総数，出生数，死亡数の推移（国勢調査）

6日本の木材（用材）の供給量と自給率の推移（木材需給表）

2原油価格と円ドルレートの推移（EIA資料ほか）

7日本の輸出総額に占めるおもな輸出品の割合の推移（財務省貿易統計ほか）（1940年から50年の間はデータなし。）

8日本の輸入総額に占めるおもな輸入品の割合の推移（財務省貿易統計ほか）（1940年から50年の間はデータなし。）
3日本のおもな食物の食料自給率の推移（食料需給表）

4日本の漁業種別漁業生産量の推移（海面漁業生産統計調査）

5日本の魚種別漁獲量の推移（海面漁業生産統計調査）

⑦図7・8より日本の主要貿易品を読み取ろう。

④図4・5を読み解き，以下の文を完成させよう。
　遠洋漁業は1970年代の二度の（　　　　　　）による（　
　　　　）で生産量が減少し，さらに，1970年代後半から
世界各国が200海里の（　　　　　　　） （p.95）を設定するこ
とで衰退した。その後の中心的な操業形態である沖合漁業
は1990年代に（　　　）類の漁獲量が減少したため生産量が
減少した。一方，1985年以降の（　　）の進行で輸入量が増
加している。

⑤図6を読み解き，以下の文を完成させよう。
　日本の木材自給率は (　　)年に50％を下回り，(　　)年
以降の円高で輸入量が増加した。近年は (　　　　　)量が
減少したこともあり，自給率が（　　）している。

⑥図7を読み解き，以下の文を完成させよう。
　　戦後の主要輸出品は，1950年ごろは（　　）集約型工業で
生産される綿織物，1960年代は（　　）集約型工業で生産さ
れる鉄鋼・船舶，1970年代以降は（　　　）集約型工業で生
産される自動車と変化した。1985年以降は国際分業の進展
もあり（　　　　）の比率が非常に大きい。

③図3より，おもな食物の自給率の変化を読み解き，変化の
理由を調べよう。

特徴 作物・家畜 理由

1960年代より低下

1970年代より低下

1985年より低下

1990年代より低下

1995年より低下

主要輸出品 主要輸入品

戦前

1950年代

1955年ごろ

1960～1975年ごろ

1978～1985年ごろ

1985～1993年ごろ

2000年ごろ

②図1～8の1973年と1985年に定規で縦軸に平行な直線を引
き，直線の前後でグラフに変化がみられる項目を書き出し
て，なぜ変化が生じたのかを話し合ってみよう。
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変化している

1985年前後で
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1517年10052000959085807570651960
0
20

40

60

80

100

120

牛肉

果実

大豆

小麦

米

野菜
豚肉 魚介類自

給
率（
％
）

輸入量

遠洋漁業

沖合漁業

沿岸漁業

海面養殖業

0
200
400
600
800
1000
1200
1400（万t）

1512 17 年10052000959085807570651960

いか類

すけとうだら

さば類

いわし類

まぐろ・かじき類

0

500（万t）

15 年10052000959085807570651960

100

200

300

400

0

1.2

15 17 年10052000959085807570651960
0

20

40

60

80

100自給率

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

（億m2）

木
材（
用
材
）供
給
量

（％）

木
材（
用
材
）自
給
率

輸
入
材

国
産
材

茶

絹織物
綿織物

鉄鋼

石炭 船舶

生糸

0

10

20

30

40

1870 80 90 1900 10 20 30 40 50 60 70 80 90 2000 10 15年

%

自動車

化学製品半導体

石炭

綿花

綿織物

原油
穀物＊

鉄鉱石

0

10

20

30

40 ＊米・小麦・トウモロコシの合計。
＊＊1990年以降は付属品をふくむ。
＊＊＊通信機，半導体，コンピュータなど。

1870 80 90 1900 10 20 30 40 50 60 70 80 90 2000 10 15年

%

衣類＊＊

電気機器・
事務用機器＊＊＊

LNG
輸送用機器

ドル/バーレル 円/ドル

1960 70 80 90

20
0

40
60
80
100
120
140

100
50

150
200
250
300
350
400

原油価格

円ドルレート

10 24年200065 75 85 95 15 2005

50000

75000

100000

125000

150000

500

1000

1500

2000

2500
総数出生数

死亡数

15 年10052000959085807570651960

人
口
総
数（
千
人
）

出
生
数
・
死
亡
数（
千
人
）

年 1973年および1979年 1985年

出来事

それによる
変化

　さまざまな資料の読み取りを通して，資料から現実世界の課
題を読み解くための技能を身に付けよう。
1　資料の読み取りを通して第1節で学んだ課題を確認しよう。
　横軸に時間がとってあるグラフや複数の時期の統計数値を
表に整理した資料を読み解くためには，変化の契機になる歴
史的な出来事の時期と意味を理解することが重要である。
①298～299ページの本文を読み直して下表を完成させよう。

現実世界の課題を
読み解こう

資源・エネルギー問題

人口問題地理的
諸課題

その他SDGsに関連する問題

上に示している「探究の手法」はp.303図6との関連で，また「地球的諸課題」はp.302図2
との関連で示している。

ここで身に付けた視点や方法を生かして，さまざまな資料を読み取り，現実世界の課題を読み解いてみよう。
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⑦図7・8より日本の主要貿易品を読み取ろう。

④図4・5を読み解き，以下の文を完成させよう。
　遠洋漁業は1970年代の二度の（　　　　　　）による（　
　　　　）で生産量が減少し，さらに，1970年代後半から
世界各国が200海里の（　　　　　　　） （p.95）を設定するこ
とで衰退した。その後の中心的な操業形態である沖合漁業
は1990年代に（　　　）類の漁獲量が減少したため生産量が
減少した。一方，1985年以降の（　　）の進行で輸入量が増
加している。

⑤図6を読み解き，以下の文を完成させよう。
　日本の木材自給率は (　　)年に50％を下回り，(　　)年
以降の円高で輸入量が増加した。近年は (　　　　　)量が
減少したこともあり，自給率が（　　）している。

⑥図7を読み解き，以下の文を完成させよう。
　　戦後の主要輸出品は，1950年ごろは（　　）集約型工業で
生産される綿織物，1960年代は（　　）集約型工業で生産さ
れる鉄鋼・船舶，1970年代以降は（　　　）集約型工業で生
産される自動車と変化した。1985年以降は国際分業の進展
もあり（　　　　）の比率が非常に大きい。

③図3より，おもな食物の自給率の変化を読み解き，変化の
理由を調べよう。
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　さまざまな資料の読み取りを通して，資料から現実世界の課
題を読み解くための技能を身に付けよう。
1　資料の読み取りを通して第1節で学んだ課題を確認しよう。
　横軸に時間がとってあるグラフや複数の時期の統計数値を
表に整理した資料を読み解くためには，変化の契機になる歴
史的な出来事の時期と意味を理解することが重要である。
①298～299ページの本文を読み直して下表を完成させよう。

現実世界の課題を
読み解こう

資源・エネルギー問題

人口問題地理的
諸課題

その他SDGsに関連する問題

上に示している「探究の手法」はp.303図6との関連で，また「地球的諸課題」はp.302図2
との関連で示している。

ここで身に付けた視点や方法を生かして，さまざまな資料を読み取り，現実世界の課題を読み解いてみよう。
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資料から日本の
地理的諸課題を読み解く 1 現実世界 調査テーマ

の設定
仮説の
設定

データの
収集

仮説の
検証

結論の
立論

探究の
手法

1日本の人口総数，出生数，死亡数の推移（国勢調査）

6日本の木材（用材）の供給量と自給率の推移（木材需給表）

2原油価格と円ドルレートの推移（EIA資料ほか）

7日本の輸出総額に占めるおもな輸出品の割合の推移（財務省貿易統計ほか）（1940年から50年の間はデータなし。）

8日本の輸入総額に占めるおもな輸入品の割合の推移（財務省貿易統計ほか）（1940年から50年の間はデータなし。）
3日本のおもな食物の食料自給率の推移（食料需給表）

4日本の漁業種別漁業生産量の推移（海面漁業生産統計調査）

5日本の魚種別漁獲量の推移（海面漁業生産統計調査）

⑦図7・8より日本の主要貿易品を読み取ろう。

④図4・5を読み解き，以下の文を完成させよう。
　遠洋漁業は1970年代の二度の（　　　　　　）による（　
　　　　）で生産量が減少し，さらに，1970年代後半から
世界各国が200海里の（　　　　　　　） （p.95）を設定するこ
とで衰退した。その後の中心的な操業形態である沖合漁業
は1990年代に（　　　）類の漁獲量が減少したため生産量が
減少した。一方，1985年以降の（　　）の進行で輸入量が増
加している。

⑤図6を読み解き，以下の文を完成させよう。
　日本の木材自給率は (　　)年に50％を下回り，(　　)年
以降の円高で輸入量が増加した。近年は (　　　　　)量が
減少したこともあり，自給率が（　　）している。

⑥図7を読み解き，以下の文を完成させよう。
　　戦後の主要輸出品は，1950年ごろは（　　）集約型工業で
生産される綿織物，1960年代は（　　）集約型工業で生産さ
れる鉄鋼・船舶，1970年代以降は（　　　）集約型工業で生
産される自動車と変化した。1985年以降は国際分業の進展
もあり（　　　　）の比率が非常に大きい。

③図3より，おもな食物の自給率の変化を読み解き，変化の
理由を調べよう。
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②図1～8の1973年と1985年に定規で縦軸に平行な直線を引
き，直線の前後でグラフに変化がみられる項目を書き出し
て，なぜ変化が生じたのかを話し合ってみよう。
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　さまざまな資料の読み取りを通して，資料から現実世界の課
題を読み解くための技能を身に付けよう。
1　資料の読み取りを通して第1節で学んだ課題を確認しよう。
　横軸に時間がとってあるグラフや複数の時期の統計数値を
表に整理した資料を読み解くためには，変化の契機になる歴
史的な出来事の時期と意味を理解することが重要である。
①298～299ページの本文を読み直して下表を完成させよう。
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人口問題地理的
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その他SDGsに関連する問題

上に示している「探究の手法」はp.303図6との関連で，また「地球的諸課題」はp.302図2
との関連で示している。

ここで身に付けた視点や方法を生かして，さまざまな資料を読み取り，現実世界の課題を読み解いてみよう。
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仮説の
設定
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収集

仮説の
検証

結論の
立論

探究の
手法

1日本の人口総数，出生数，死亡数の推移（国勢調査）

6日本の木材（用材）の供給量と自給率の推移（木材需給表）

2原油価格と円ドルレートの推移（EIA資料ほか）

7日本の輸出総額に占めるおもな輸出品の割合の推移（財務省貿易統計ほか）（1940年から50年の間はデータなし。）

8日本の輸入総額に占めるおもな輸入品の割合の推移（財務省貿易統計ほか）（1940年から50年の間はデータなし。）
3日本のおもな食物の食料自給率の推移（食料需給表）

4日本の漁業種別漁業生産量の推移（海面漁業生産統計調査）

5日本の魚種別漁獲量の推移（海面漁業生産統計調査）

⑦図7・8より日本の主要貿易品を読み取ろう。

④図4・5を読み解き，以下の文を完成させよう。
　遠洋漁業は1970年代の二度の（　　　　　　）による（　
　　　　）で生産量が減少し，さらに，1970年代後半から
世界各国が200海里の（　　　　　　　） （p.95）を設定するこ
とで衰退した。その後の中心的な操業形態である沖合漁業
は1990年代に（　　　）類の漁獲量が減少したため生産量が
減少した。一方，1985年以降の（　　）の進行で輸入量が増
加している。

⑤図6を読み解き，以下の文を完成させよう。
　日本の木材自給率は (　　)年に50％を下回り，(　　)年
以降の円高で輸入量が増加した。近年は (　　　　　)量が
減少したこともあり，自給率が（　　）している。

⑥図7を読み解き，以下の文を完成させよう。
　　戦後の主要輸出品は，1950年ごろは（　　）集約型工業で
生産される綿織物，1960年代は（　　）集約型工業で生産さ
れる鉄鋼・船舶，1970年代以降は（　　　）集約型工業で生
産される自動車と変化した。1985年以降は国際分業の進展
もあり（　　　　）の比率が非常に大きい。

③図3より，おもな食物の自給率の変化を読み解き，変化の
理由を調べよう。
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　さまざまな資料の読み取りを通して，資料から現実世界の課
題を読み解くための技能を身に付けよう。
1　資料の読み取りを通して第1節で学んだ課題を確認しよう。
　横軸に時間がとってあるグラフや複数の時期の統計数値を
表に整理した資料を読み解くためには，変化の契機になる歴
史的な出来事の時期と意味を理解することが重要である。
①298～299ページの本文を読み直して下表を完成させよう。
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資源・エネルギー問題
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その他SDGsに関連する問題

上に示している「探究の手法」はp.303図6との関連で，また「地球的諸課題」はp.302図2
との関連で示している。

ここで身に付けた視点や方法を生かして，さまざまな資料を読み取り，現実世界の課題を読み解いてみよう。
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306 307資料から日本の地理的諸課題を読み解く②

資料から日本の
地理的諸課題を読み解く 現実世界 調査テーマ

の設定
仮説の
設定

データの
収集

仮説の
検証

結論の
立論

探究の
手法2

1日本の農業生産額に占める品目別の割合の変化（生産農業所得統計）

4日本の工業出荷額の割合の変化（工業統計調査）

2日本の森林蓄積の推移（林野庁資料）

3日本の森林面積の推移（林野庁資料）

コンビニエンスストア

百貨店

大型
スーパーマーケット
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兆円
14
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8

6

4

2

1980 90 95 0585 10 152000

Q業態別の販売額の
推移（商業動態調査）
　統計が異なるため
　の前後で数値は連
続しない。　　　　
　　

2　林業の変化から調査テーマを考えよう。
①図2の森林蓄積とは森林を構成する樹木の幹の体積を示し，
林業で利用できる森林資源量を示している。一方，表3は
日本の森林面積の推移である。両者の経年変化を読み解こ
う。
　森林面積はこの間，（　　　　　　　　　）。
　森林蓄積は，とくに（　　）林で（　　　）している。
②森林面積と森林蓄積の経年変化から，現在の日本の林業は
どのような状況にあるかを考えよう。

3　工業地域の変化から調査テーマを考えよう。
①図4から工業出荷額の割合の変化を読み取り，どうしてそ
のように変化したのかを考えよう。
　一貫して減少している地域：(　　　　　　　　　　　　)
　一貫して増加している地域：(　　　　　　　　　　　　)
②「その他」にふくまれる北海道・東北・南九州が1980年にか
けて割合を増加しているのは，p.300表1のどのような政
策が影響していると考えられるだろうか。

4　工業の業種ごとの変化から調査テーマを考えよう。
①図5～図8から，それぞれの生産のピークがいつかを読み
解き，下表を仕上げよう。
②図6で鋼船が1970～1980年に減少した理由を考えよう。
③鉄鉱石と石炭から高炉で銑

せん

鉄
てつ

がつくられ，銑鉄から転炉で
粗鋼がつくられる。図8で1970年以降，粗鋼の生産量が増
えたことから粗鋼生産には近隣国との間にどのような国際
分業があると考えられるだろうか。

④アルミニウムは精錬の過程で電力を消費することから「電
気の缶詰」とよばれる。図8で日本の生産が1970～1980年
に急増し，その後，急減した理由を考えてみよう。

5　交通・商業の変化から調査テーマを考えよう。
①図9・図0から，交通手段別の旅客と貨物の輸送量の1970
年と2000年を比較して，増加は◎，微増は○，変化なしは
－，減少は×を記入しよう。

②貨物輸送で鉄道が少ない理由，旅客輸送で鉄道が多い理由
を調べてみよう。
③図Qから1990～2000年の変化を読み取り，変化の理由を
調べてみよう。

　増加している業態：（　　　　　　　）
　減少している業態：（　　　　　　　）

生産のピーク 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2010年

工業製品名

自動車 鉄道 船 航空

旅客輸送

貨物輸送

1966年 1976年 1986年  1995年 2002年 2007年  2012年  2017年
森林面積

（万ha） 2517 2527 2526 2515 2512 2510 2508 2505

9日本の旅客輸送量の推移（交通経済統計要覧）
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5綿織物と合成繊維織物の生産の推移（繊維統計年報ほか）
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7テレビ・カメラ・パソコン（左軸）および半導体素子（右軸）の生産量の推移
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8銑鉄・粗鋼・ガソリン（左軸）およびアルミニウム（右軸）の生産量の推移
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さまざまな資料から読み取れる変化などに着目し，調査テー
マ（課題）を設定するための技能を身に付けよう。
1　農業の変化から調査テーマを考えよう。
①図1から，1961年の農業基本法施行以降，1970年にかけて
の変化をまとめよう。
　割合が減少している：（　　　）（　　　）
　割合が増加している：（　　　）（　　　）（　　　）
②1990年以降，総産出額が減少している理由を考えよう。

調査テーマ（課題）の設定の
仕方を考えよう

地理的
諸課題

資源・エネルギー問題

その他SDGsに関連する問題

ここで身に付けた視点や方法を生かして，自分の調査テーマを設定してみよう。
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306 307資料から日本の地理的諸課題を読み解く②

資料から日本の
地理的諸課題を読み解く 現実世界 調査テーマ

の設定
仮説の
設定

データの
収集

仮説の
検証

結論の
立論

探究の
手法2

1日本の農業生産額に占める品目別の割合の変化（生産農業所得統計）

4日本の工業出荷額の割合の変化（工業統計調査）

2日本の森林蓄積の推移（林野庁資料）

3日本の森林面積の推移（林野庁資料）
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Q業態別の販売額の
推移（商業動態調査）
　統計が異なるため
　の前後で数値は連
続しない。　　　　
　　

2　林業の変化から調査テーマを考えよう。
①図2の森林蓄積とは森林を構成する樹木の幹の体積を示し，
林業で利用できる森林資源量を示している。一方，表3は
日本の森林面積の推移である。両者の経年変化を読み解こ
う。

　森林面積はこの間，（　　　　　　　　　）。
　森林蓄積は，とくに（　　）林で（　　　）している。
②森林面積と森林蓄積の経年変化から，現在の日本の林業は
どのような状況にあるかを考えよう。

3　工業地域の変化から調査テーマを考えよう。
①図4から工業出荷額の割合の変化を読み取り，どうしてそ
のように変化したのかを考えよう。

　一貫して減少している地域：(　　　　　　　　　　　　)
　一貫して増加している地域：(　　　　　　　　　　　　)
②「その他」にふくまれる北海道・東北・南九州が1980年にか
けて割合を増加しているのは，p.300表1のどのような政
策が影響していると考えられるだろうか。

4　工業の業種ごとの変化から調査テーマを考えよう。
①図5～図8から，それぞれの生産のピークがいつかを読み
解き，下表を仕上げよう。

②図6で鋼船が1970～1980年に減少した理由を考えよう。
③鉄鉱石と石炭から高炉で銑

せん

鉄
てつ

がつくられ，銑鉄から転炉で
粗鋼がつくられる。図8で1970年以降，粗鋼の生産量が増
えたことから粗鋼生産には近隣国との間にどのような国際
分業があると考えられるだろうか。

④アルミニウムは精錬の過程で電力を消費することから「電
気の缶詰」とよばれる。図8で日本の生産が1970～1980年
に急増し，その後，急減した理由を考えてみよう。

5　交通・商業の変化から調査テーマを考えよう。
①図9・図0から，交通手段別の旅客と貨物の輸送量の1970
年と2000年を比較して，増加は◎，微増は○，変化なしは
－，減少は×を記入しよう。

②貨物輸送で鉄道が少ない理由，旅客輸送で鉄道が多い理由
を調べてみよう。
③図Qから1990～2000年の変化を読み取り，変化の理由を
調べてみよう。

　増加している業態：（　　　　　　　）
　減少している業態：（　　　　　　　）

生産のピーク 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2010年

工業製品名

自動車 鉄道 船 航空

旅客輸送

貨物輸送

1966年 1976年 1986年  1995年 2002年 2007年  2012年  2017年
森林面積

（万ha） 2517 2527 2526 2515 2512 2510 2508 2505

9日本の旅客輸送量の推移（交通経済統計要覧）
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5綿織物と合成繊維織物の生産の推移（繊維統計年報ほか）
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7テレビ・カメラ・パソコン（左軸）および半導体素子（右軸）の生産量の推移
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8銑鉄・粗鋼・ガソリン（左軸）およびアルミニウム（右軸）の生産量の推移
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さまざまな資料から読み取れる変化などに着目し，調査テー
マ（課題）を設定するための技能を身に付けよう。
1　農業の変化から調査テーマを考えよう。
①図1から，1961年の農業基本法施行以降，1970年にかけて
の変化をまとめよう。

　割合が減少している：（　　　）（　　　）
　割合が増加している：（　　　）（　　　）（　　　）
②1990年以降，総産出額が減少している理由を考えよう。

調査テーマ（課題）の設定の
仕方を考えよう

地理的
諸課題

資源・エネルギー問題

その他SDGsに関連する問題

ここで身に付けた視点や方法を生かして，自分の調査テーマを設定してみよう。
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＊   ソビエト連邦はヨーロッパに含めた。
＊＊ ソ連を構成していたバルト三国とロシア， ウク
　  ライナ， ベラルーシ， モルドバの４か国をヨーロ
　   ッパに含め， そのほかはアジアに含めた。
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2023年**

5億1007万km2
地球の表面積

陸地：1億4724万km2
海洋：3億6282万km2

78億7500万人

［2021年］
人口密度：60.5人/km2
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